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第u部 この10年を振り返って 

美術品の所有者及び美術館に対する一層効果的な奨励措置を講ずることが必

要である。 

本法では，施行 5 年後の見直し規定が附則で設けられている。それまでの

期間は，見直しを機会に制度の充実を図れるよう登録の実績を蓄積するとと

もにl 現行制度に改善すべき点があるかどうかの検討を行う必要がある。 

なお，現在「美術品の貸借に係る補償等に関する調査研究協力者会議」に

おいて，美術展覧会の開催に必要な美術品の貸借の際に必要となる保険につ

いて，国が支援する制度等について検討されているところである。これら有

識者会議における議論やミュージアム・プランとしてまとめられた各種の美

術館支援施策との連携を深め，パプリック・アクセスの拡大を図っていくこ

とが必要である。 
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〔1〕戦前の文化行政組織 

戦前においては，宗教や文化財保護をはじめ著作権，国語，芸術文化など

明治初期からそれぞれ個別的な対応がなされ，文化に関する行政を総括して

施策を展開したことはほとんどなかった。 

文化行政が総括して取り扱われることになり，文部省・文化庁の事務とな

ったのは戦後のことであり，戦前において内務省等において行われていた宗

教，著作権,文化財保護などにかかる事務が，順次文部省に移されるという

過程をたどってきた。 

1．国の文化行政組織の変遷 

文化行政は，時代や社会の要請に応じ，文化基盤の整備,芸術活動への奨

励援助，国民の文化活動への参加や文化享受の機会の拡充，文化財の保存と

活用,国際文化交流の推進等を目指して行われている。 

現在，文化行政を担当する組織として，国においては文部省の外局である

文化庁があり，関係行政機関等の協力を得ながら，文化の振興及び普及並び

に文化財の保存及び活用を図るとともに，宗教に関する国の行政事務を行っ

ている（文部省設置法第12条）。 

また，地方公共団体においては，教育委員会が文化行政を担当しているが 

（地方自治法第180条の 8，地方教育行政の組織及び運営に関する法律第23 

条），文化関連事業を推進するため，首長の事務部局がこれらの事務を担当

している場合も少なからず見られる。 

特に近年の文化志向の高まりや国際文化交流の進展の中で，国だけでなく

地域自らが文化的な主体性を確立するため，地方公共団体が文化の振興に積

極的な役割を果たすことが重要である。また，国，都道府県,市町村の一層

の連携の強化はもちろん，国，地方公共団体における関係行政機関，文化団

体，国際交流関係団体の連携の強化が図られなければならない時代が到来し

ている0  

<1〉宗教 

明治元年の神祇事務科の設置，神仏分離令の発布,明治 S年の教部省の設

置が宗務行政組織の最初であった。宗務行政は，その後内務省の所管とされ

てきたが（明治10年内務省社寺局設置），明治33年に社寺局は神社局と宗教

局とに分かれ，神社と一般宗教との取扱いの区別が明確にされた。その後, 

大正2年に宗教局は文部省に移されたが,神社局は内務省にとどまり，昭和 

15年には神祇院となった。戦前においては，宗教団体法に見られるように， 

神社は行政上宗教として取り扱わず，その他の宗教について規制が行われた。 

昭和17年に宗教局は廃止され，宗教行政の所管は，教化局宗教課，教学局

宗教課へと移り,終戦を迎えた。 

<2〉文化財 

文化財の保護については，明治の初期から，我が国の歴史的・伝統的文化

遺産の保存のための「古器旧物保存方」の布告（明治4年）以降，一連の立

法がなされてきたが，これらの行政は，当初は内務省が行い，順次文部省に

移されるという経緯をたどった。すなわち，「古社寺保存法」の事務は大正 

2年に文部省宗教局の第二課に，「史蹟名勝天然紀念物保存法」の事務は昭

和 3年に文部省宗教局の保存課に内務省から移管されている。 
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なお,文化財保護の法体制は時代とともに整備されてきたが，文化財保護

の行政組織は,必ずしも順調には発展せず，戦時下においては，昭和17年

以降縮小され，終戦時には，行政担当組識は文部省教学局教化課の1係とな

った。 

く3〉著作権 

明治初期，著作権に関する事務は，明治 2年出版条例が制定され，昌平・

開成両校，文部省等が扱ったが，明治 8年以降戦前にあっては，内務省の所

管であった。内務省における著作権行政の所管には変遷があったが，旧著作

権法が制定され，同時にベルヌ条約に加入したときには，内務省警保局図書

課が所管であり,昭和15年には警保局検閲課が所管となり，そのまま終戦

を迎えた。 

<4〉国語 

国語施策に関しては，明治35年に文部省に設けられた国語調査委員会が， 

その後，国語審議会（昭和 9年）に発展して国語問題に対応してきた。文部

省においては，国語課等においてこれらの事務を担当していたが，独立して

国語課が設置されたのは，昭和15年である。課の所属は，当初の図書局以

降変遷があったが，その後，終戦時は，国語施策にかかる行政は教学局教学

課が担当した。 

<5〉芸術文化 

文部省に，明治40年美術審査委員会が設置され，文部省美術展覧会（文展） 

が始められた。さらにその後，大正 8年帝国美術院が設置されるに至って， 

文展が改組され，帝国美術院美術展覧会（帝展）が開催されることとなった。 

この所管は専門学務局第二課，次いで学務課，学芸課であった。昭和12年

には，芸術に関する重要事項について審議し，必要な事業を行い，文部大臣  

に建議するために帝国芸術院が設立されるとともに（当初の所管課は専門学

務局学芸課），文化勲章制度（所管課は大臣官房秘書課）が開始されるなど現

在に続く芸術文化振興のための方策がなされていった。 

また，明治初期の民衆教育は通俗教育と呼ばれ，その中には文化も含まれ

ていたが，明治44年に置かれた通俗教育調査委員会において，幻灯の映画

等の選定を行った。大正 2年には，普通学務局第三課において博物館,通俗

教育等社会教育に関する事務が一括して取り扱われることとされた。その後， 

これらの事務は同局第四課（大正8年），社会教育課（大正13年）で取り扱わ

れ，昭和 4年には，新たに社会教育局が設置され，それが昭和17年には教

学局に改組され，終戦を迎えた。 

〔 2〕戦後の文化行政組織 

戦後，社会の各分野において様々な変革があったが,文化の分野において

もそれは例外ではなく，戦前に比べて文化振興についての施策は大きく進展

し,文化振興を図るための体制も文部省に漸次整備された。 

終戦直後の昭和20年には，文化国家としての再生を目指し，芸術文化行

政の活発な展開を図るため,文部省に芸術課が設置され，翌年には第1回の

芸術祭が開催されるとともに,昭和25年度からは，優れた業績によって芸

術各分野で新生面を開いた者を奨励する制度として芸術選奨が設けられた。 

また，優れた実績をもち，我が国の芸術文化向上のために貢献度の高い芸術

文化団体に対して，昭和34年度から国の助成制度が行われるようになった。 

国語施策については，戦前からの課題である国語平明化の必要性から，国

譜表記の改善に重点を世いて国語審議会において検討が行われ，昭和21年

の「当用漢宇表」や「現代かなづかい」等の一連の改善策が推進された。ま

た，著作権制度については，著作権利用形態の多様化・複雑化等への対処が

求められるようになり，昭和24年に文部省に著作権課が設遣されて運用の

改善と制度の普及が図られるとともに，旧法制の全面的な再検討に向け，昭 
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和37年から著作権制度審議会での検討が始まった。なお，宗務行政につい

ては，新憲法による信教の自由と政教分離の原則に従ってその性格が基本的

に変化し，昭和26年には宗教法人法が制定された。 

一方，文化財の保護については，戦後の混乱期にあって散逸，滅失のおそ

れが強まってきたことから，昭和24年に文化財保存課が設置され，文化財

保護体制の整備を図ることとされたが，さらに翌年，文化財保護法が制定さ

れ，これに基づいて，新たに無形文化財,埋蔵文化財等が保護対象となるな

どの充実強化が図られるとともに，文部省の外局として文化財保護委員会が

設置され，積極的に文化財保護行政を展開することとされた。 

以上のように，新たな体制の下で文化振興施策が図られることとなったが， 

経済の高度成長を経て，物質的豊かさのみではなく，精神的に充実した文化

的な生活を求める社会の状況を背景にして，昭平1141年には，総合的な文化

振興を目指し，文部省の各局に属していた芸術文化を中心とする関係各課を

再編して文化局が新設され,地域における文化活動や文化の国際交流につい

ても一層の振興を図ることとなった。この下で，昭和42年度には，地域文

化振興の観点から，公立文化施設建設に対する助成とともに，地方在住者を

対象とした現代美術選抜展や青少年芸術劇場が開始され，また,同時に新進

芸術家を海外に派遺し研修させる芸術家在外研修員制度が創設され，国際的

な広がりをもつ施策も行われるようになった。 

<1〉宗務 

宗務行政は，戦後大きく転換し，信教の自由と政教分離の原則に基づき， 

昭和26年に宗教法人法が制定された。担当課の名称は宗教課から宗務課と

改められ,その課の所属も社会教育局から大臣官房，調査局へと移っていっ

た。なお，神祇院の廃止（昭和21年）により，神道に関する事務は，戦後，文

部省の所管となった。  

く2〉文化財保護 

昭和25年に制定された文化財保護法により，文化財保護行政の責任機関

として文化財保護委員会が文部省の外局として設置された。同委員会の事務

局は，発足当初は 2部6課で構成されていた。 

<3〉著作権 

内務省の廃止に伴い,昭和22年，旧著作権法を文部省が所管することと

なり,社会教育局に著作権室が設けられた。同室は,昭和24年に管理局著

作権課となったが，同課はその後再び社会教育局に所属した。 

<4〉国語 

国語行政の担当は，戦後，教科書局国語課として独立し,国語表記の基準

を次々に定めたが，課の所属は調査普及局，調査局へと移っていった。 

<5〉芸術文化 

昭和20年の芸術課の設置にうかがわれるように,積極的な助長政策がと

られることとなった。すなわち,芸術祭の開催に始まる様々な施策が展開さ

れた。 

<6〉国際交流 

大臣官房に昭和24年から置かれた渉外ユネスコ課が，昭和27年に調査局

国際文化課と改組され，国際文化事業等に対する援助等を行ってきた。 

<7〉文化局の設置 

経済の高度成長を経て，国民の物質的豊かさのみではなく，精神的に充実

した文化的な生活を求める社会の状況を背景にして，昭和41年には,社会

教育局に属していた芸術課及び著作権課並びに調査局に属していた国語課， 
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宗務課及び国際文化課により，文化局が新設された。その際，芸術課は，地

方芸術文化の振興の役割をもつ文化課と芸術文化の水準の向上を図ることを

任務とする芸術課との2課に改組された。 

2，文化庁の設置 

日本文化の特質は，明治以降我が国の近代化の過程でとり入れられたョー 

ロッパに起源を有する文化と，我が国の歴史の過程で成熟した伝統的な文化

とが見事に併存しているところである。 

したがって，我が国の文化政策は，伝統的な文化の保存，活用のための方

策とョーロッパ的な文化の振興を促進するための方策の両者について，有機

的で均衡のとれた施策をとる必要がある。 

昭手fl43年に行政機構の簡素化のため，各省庁の内部部局について1局を

整理削減することが決定されたが，この際文部省においては，芸術文化に関 

する行政と国語，著作権及び宗教に関する行政とを所掌していた文部省の文

化局と，伝統的な文化の中心をなす文化財の保護行政を所掌していた文部省

の外局である文化財保護委員会を統合して，新たに文化庁を設置することと

したのである。 

したがって，文化庁創設は；直接的には1省1局削減という行政改革の流

れを受けて実現したものではあるが，文化局所掌の芸術文化行政と，文化財 

保護委員会所掌の文イヒIり保護行政とを一体化し，文化行政を総合的な形で調

和的・効果的に推進しようとしたものであり，このことにより，我が国に古

くから伝えられた文化を継承し発展させつつ,その基盤の上に立つ新しい文

化の振興を図る体制を整えたのである。 

文化庁は，このような趣旨の下に，昭和43年 6月15日 「文化の振興及び

普及並びに文化財の保存及び活用を図るとともに，宗教に関する国の行政事 

務を行うこと」を任務とし，長官官房（庶務,会計，国際文化の 3課），文

化部（文化普及，芸術，国語，著作権，宗務の5課），文化財保護部（管理， 

第1章 文化行政組織 

記念物,美術工芸，建造物,無形文化の 5 課）の1官房 2部13課及び10付

属機関（国立の博物館，美術館,国語研究所，文化財研究所,日本芸術院） 

叫密哉で文部省の外局として設置された。 

その後，文化庁については,昭和49年,59年，平成 6年，平成10年の 4 

度にわたる改組を経て（第V部 509頁参照），長官官房（総務，著作権，国

際著作権の 3課），文化部（芸術文化，地域文化振興，国語，宗務の4課）, 

文化財保護部（伝統文化，記念物,美術工芸，建造物の4課）の1官房2部 

11課として現在に至っている。 

〔1〕文化庁の組織の変遷 

政府全体の行政機構の改革を機に，昭和43年 6月15日に，文部省内部部

局の文化局と外局の文化財保護委員会を統合して，文部省の外局として，伝

統的な文化を継承しつつ新しい文化を創造するための文化行政を一体的に推

進するため，文化庁が創設された。 

文化庁創設後の文化振興施策の具体的な方向は，中央教育審議会や各種懇

談会において検討されてきたが，その主なものを挙げると,昭和49年 5月

の中央教育審議会の「教育・学術・文化における国際交流について」の答申 

(408頁），昭和52年 3月の文化行政長期総合計画懇談会によるまとめ “08 

買），昭和54年 6月の中央教育審議会による「地域社会と文化について」の

答申 (408頁），平成元年 5月の総理大臣の懇談会である国際文化交流に関

する懇談会による報告“10頁）などである。これらは，いずれもその時々

の文化振興上の課題について検討し，新たな提言を行ったものである。 

このような状況の中，平成元年7月19日，文化政策推進会議が発足した。 

同会議は，近年における文化に対する志向の高まりを踏まえ，文化をめぐる

諸状況について調査研究し，新たな視野の下に,文化政策について必要な提

言等を行うものである。同会議は，平成 3年 7月31日に緊急提言「『文化の

時代」に対処する我が国文化振興の当面の重点方策について」(410頁），平 
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成 6年1月11日に提言「「文化発信社会」の基盤の構築に向けた文化振興の

ための当面の重点方策について」 q11頁），平成 6年6月27日に報告「21世

紀に向けた文化政策の推進について」をそれぞれ発表した。さらに，平成7 

年7月26日の報告「新しい文化立国をめざして一文化振興のための当面の

重点施策についてー」“12頁）の中では，新しい文化立国を目指して今世

紀中に文化基盤を抜本的に整備することが緊急の課題となっているとした上

で，具体的には,①芸術創造活動の活性化，②伝統文化の継承・発展，③地

域文化・生活文化の振興，④文化を支える人材の養成・確保，⑤文化による

国際貢献と文化発信，⑥文化発信のための基盤整備，を今世紀中に解決すべ

き文化政策上の課題であると提言しており，文化庁においては，これに沿っ

て諸施策を展開しているところである。 

く1〉文化庁の組織 

現在，国の行政機関としての文化庁の機構は，図ffl-1のとおり，内部部局， 

施設等機関等及び審議会からなっている。 

内部部局は，文化部，文化財保護部及び長官官房から構成されている。文

化部においては，芸術創造活動の振興，地域における文化の振興，国語の改

善，日本語教育の振興，宗教法人制度の運用等を行っている。文化財保護部

においては，文化財の保存と活用のため,その指定，管理・修理・復旧，現

状変更等の規制，公開，調査等を行っている。さらに長官官房においては， 

この両部の事務の連絡調整をはじめ，人事，会計，広報，著作権制度の整備

にかかる事務を行うとともに，文化政策室において基本的な政策の企画，文

化の振興及び普及にかかる国際的諸活動についての総合的な企画などを行っ

ている。 

施設等機関等としては，文化財を収集・保管し,観覧に供するとともに， 

関連する調査研究を行う三つの博物館，美術作品等を収集・保管し，観覧に

供するとともに，関連する調査研究を行う四つの美術館，国語並びに美術， 

第I章 文化行政組織 
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芸能及び文化財の保存等に関する調査研究等を行う三つの研究所及び功績顕

著な芸術家優遇のための日本芸術院の11の機関がある。 

このほか，特殊法人として，日本芸術文化振興会がある。 

各施設等機関等の概要は表ffl-1のとおりである。 

く2〉審議会等 

諮問に応じて文化行政にかかる重要事項を調査審議し，必要と認められる

事項を建議するため，国語審議会，著作権審議会，宗教法人審議会・文化財

保護審議会の四つの審議会が設置されている。各審議会の概要は表111-2のと 

おりである。 

また，平成元年には，文化庁長官の私的諮問機関である文化政策推進会議

が発足しており，最近における文化に対する志向の高まりを踏まえ，我が国

における文化の現状把握を行うとともに，新たな視野の下に芸術活動への支

援の強化，生活文化の振興と地域文化の発展等を図るための文化政策の在り

方，国際交流を通じた文化の振興等について研究協議を進めている（第且部 

1参照）。 

3．国立文化施設の整備充実 

〔1〕日本芸術文化振興会（国立劇場・新国立劇場） 

特殊法人日本芸術文化振興会は,昭和41年7月に，特殊法人国立劇場と

して，我が国の伝統芸能の保存及び振興を目的に設立され，同年11月・国

立劇場本館（東京都千代田区隼町）の開場以来，伝統芸能の公開，伝承者の

養成，調査研究などの諸事業を展開してきた。 

その後，昭和54年には国立演芸資料館（国立劇場本館隣接地），昭和58年

には国立能楽堂（東京都渋谷区千駄ケ谷），昭和59年には国立文楽劇場（大阪

府大阪市中央区日本橋）が相次いで開場した。 

また，平成元年 3月の国立劇場法のー部改正により，新たに現代舞台芸術 

表111-1 国立文化施設ー覧 

名 	称 機 

博
物
館
・
美
術
館
 

東京国立博物館 日本及ひ東洋諸地域の有形文化財の収集，保管，陳列及び調査研究 

京都国立博物館 京都文化を中心にした有形文化財の収集，保管，陳列及び詞査研究 

奈良国立博物館 仏数美術品等の有形文化財の収集．保管，陳列及び調査研究 I 

東京国立近代美術館 近代美術に関する作品等の収集，保管，陳列及び網査研究 

京都国立近代美術館 近代美術に関する作品等の収集，保管I 陳列及び翻査研究 

国立西洋美術館 
フランス政府から寄贈返還された松方コレクション及びその他の
西洋美術に関する作品等の収集，保管，陳列及こ〕調査研究 

国立国際美術館 
日本美術の発展と世界の美術との関連を明らかにするために必要
な美術に関する作品等の収集，保管，陳列及て）調査研究 

霧

研
究
所
 

舞国聾申語研究所襲 ‘国舞博0申民馨語生浩｛さ開する事灘的調査研究、に「り 

麟鮮文花財研究所 鑓慧慧美術，―撲能及び文化財の保存に関する科割jt 調奪研究 
ン二」’諏γ 	‘、 	’ ' 

奈良国立文化財研究所 
主として歴史,美術、建造物の実物に即した調査研究及ひ平城宮

跡飛鳥’堅原宮跡の挙堀調査に一 「 

日太芸術院 芸術上の功績顕着な芸術家優遇のための栄誉機関。芸術に関する
重要事項の審議 

一
呆
芸
術
文
化
壷興
会
 

国立劇場本館 

潰芸資料館 

主として我が国古来の伝統的な芸能（雅楽，文楽，歌舞伎，邦楽, 
邦舞,民俗芸能，大衆芸能等）の公開，伝承者の養成．資料収集， 

調査研究等 

国立” 能楽の公演，能楽の伝承者の養成，資料収集，調査研究等 

1 国立支級輪、％ 主として文楽の公演，文楽の伝承者の養成，資料収集，調査研究

等 

・’ノ新国立劇場・’て 承ラ，バレエ．現代舞踊，現代演劇等の現代舞台芸術の公演― 

表ill -2 審議会 覧 

名 称（委員数〕り 調査,審 議’事 項ー． 	J' 	：二一い 

国語審議会 
(50名以内） 

国語の改善，国語の教青の振興及び口ーマ字に関する事項 

著作権審議会 
ロ0名以内） 

著作権制度に関する重要事項，著作物の利用に開する補償金の額，レ

コードのニ次使用料の額に関する事項等 

宗教法人審議会 
(10名以上20名以内） 

宗教法人に関する認証，その他宗教法人法に基づき．その権限とされ

ている事項 

刻謝保護審誰会 
・： 	(5名） 

文化財の保存及び活用に関する事項 
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の振興及び普及に関する業務が追加され，新国立劇場（東京都渋谷区本町） 

の設立準備を進めることとなった。 

さらに，平成 2年3月の国立劇場法の一部改正により，芸術文化振興基金

が設けられ，その運用益による芸術文化活動に対する助成などの事業も行う

こととなり，同時に，法人の名称も特殊法人日本芸術文化振興会と改称され

た。 

平成 9年10月には，現代舞台芸術の中核的施設としての新国立劇場が開

場した（詳細は第II部10を参照）。 

このように，特殊法人日本芸術文化振興会は，我が国古来の伝統的な芸能

の保存・振興及ひ覗代舞台芸術の振興・普及を図るとともに，広く我が国の

芸術文化の振興・普及のための活動に対する援助を行うという三つの事業を

通じて，国の芸術文化の振興に関する施策の一端を担っている。 

<1〉国立劇場 

国立劇場は，主として我が国古来の伝統的な芸能の公開，伝承者の養成， 

調査研究等を行い，その保存及び振興を図り，もって文化の向上に寄与する

ことを目的としている。いわば我が国の伝統芸能の保存・振興の拠点であり， 

現在，本館・演芸資料館，国立能楽堂及び国立文楽劇場においてその業務を

行っている。 

伝統芸能の保護については，遠く明治初期から幾多の提言が行われてきた

が，特に戦後，昭和25年の文化財保護法の制定に伴って助成制度が，また， 

昭和29年の同法改正により指定制度が設lナらオl，このころから，伝統芸能

の保存と振興を図るため，国立の劇場を設立すべきであるとの気運が高まり， 

昭和41年Ii月に本館（大劇場・小劇場）が開場した。 

落語，講談，浪曲，漫才等の我が国独自の伝統的な大衆芸能は，古くから

寄席を中心に受け継がれてきたが，昭和47年6月，「国立演芸場設立に関す

る請願」が採択され，これを受けて昭和54年 3月に演芸資料館が開場し・  
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演芸に関する資料収集，後継者養成，公開，調査研究等を行っている。 

また，国立劇場（本館）開場後，能楽関係者から能楽堂の設置が強く要望

され，昭和58年9 月に国立能楽堂が開場し，後継者養成，公開等を行って

いる。 

文楽については，昭和38年に，発祥の地である大阪に（財）文楽協会が設立

されてその保存・振興が図られ，また，国立劇場としても，開場以来毎年， 

小劇場において東京公演を行い，技芸員の養成も行ってきた。文化庁は，さ

らに，根本的な保存・振興策として，文楽の本拠となる専門の劇場で，後継

者養成等の事業をも行う場となる国立文楽劇場を大阪に建設することとし， 

昭和59年 3月に開場した。国立文楽劇場は，文楽を中心とした上方芸能の

保存・振興の拠点となっている。 

(1）使命 

国立劇場は，昭和41年の開場以来約30年間，伝統芸能全般に及ぶ各種公

演の積重ねによって，多くの優れた成果をあげてきた。例えば，歌舞伎につ

いては，劇場開場の昭和41年と10周年の昭和51年には，三大名作と言われ 
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る「菅原伝授手習鑑」「義経千本桜」及び「侵名手本忠臣蔵」を・ 20周年の

昭和61年には「暇名手本忠臣蔵」を，30周年の平成 8年には「四天王楓江

戸粧」，「妹背山婦女庭訓」及び「壇浦兜軍記」をそれぞれ完全通し上演して

多大の評価を受けた。また，民俗芸能についても，これまで辛うじて命脈を

保ってきた「大阪にわか」「博多にわか」（昭手ロ45年），「播州歌舞伎」（昭和 

48年），「長崎の明清楽」「鹿児島ごったん」（昭和52年）を復活上演させて 

いる。 

伝統芸能は，国民文化の変遷とともに消長するものであるだけに・その保

存と振興は，長期的展望に立つ施策によって愛好者である国民の層を広げ・

その幅広い支持を得て初めて可能であり，国立劇場の使命は重いと言わなけ 

れぱならない。 

(2）現状 

国立劇場における伝統芸能の自主公演は,努めて古典伝承のままの姿で・

なるべく幅広く，各種の伝統芸能の演出や技法を尊重しながら・その正しい

維持と保存を心がけ，準備を重ねてこれを行っている。 

歌舞伎や文楽について言えば，上演は，古典を主とし，その代表的な演目

につき，初演当時の作品の構想を今日の制作状況に合わせ,筋を通して上演

するいわゆる通し狂言を建前としている。上演時間の制約等から全般にわた

る通し狂言を行わない場合にも，筋を理解してもらうため，必要に応じ端場 

（段の始めの発端となる場面）を付ける等の配慮も払っている。また・状況

に応じ,見せ場を中心とする有名な狂言の一幕（時に数幕）を 2-3本並べ

る，いわゆる見取り狂言を上演する方針をもとっている。これは・伝統芸能

の保存と振興という国立劇場設置の目的に沿いながら，今日の観客の多様な

要望にも応じ，経営の基盤を固めることにも寄与するという配慮に基づくも

のであるが,演目自体をみても，貴重でかつ魅力のある歌舞伎十八番や歌舞

伎舞踊など,通し狂言ではとらえきれない分野が存在するためである。 

このほか，基本的な考え方としては，研究と準備を重ね，優れた作品で中 
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絶したものの復活を企画し，演目の拡充に努めていること，さらに復活狂言

のみに止まらず，伝統的な演出及ぴ技法を基盤にした新作（歌舞伎について

は，明治以後の評価ある，いわゆる新歌舞伎作品，また現代の作家による， 

いわゆる新作歌舞伎作品）の上演を推進していること，さらに，若手俳優や

技芸員，文芸者,技術者等の育成を心がけていること等を挙げることができ

よう。 

能楽については，その普及と新しい観客層の開拓を目指して，能一番,狂

言一番による番組を原則とし，初めての人にも鑑賞しやすく，しかも能楽の

魅力を発見することができるようにしている。また，出演者は，一流一派に

偏することなく全国的視野で人材を選び，日本能楽会員を中心として適材適

所の配役に努めている。さらに，公演の日が平日か休日か，あるいはその時

刻が昼か夜かによって観客層が異なるので，定例公演，普及公演，狂言公演， 

特別公演のいずれであるかを問わず，年間を通じて鑑賞すれば能・狂言の世

界を概観することができるようにも配慮している。 

なお，青少年等が気軽に伝統芸能の魅力に触れ，これを後代に伝えること

ができるようにするため，歌舞伎，文楽及び能楽を中心に低廉な料金でそれ

ぞれの鑑賞教室を実施しており，平成10年 4月現在，428万人に及ぶ青少年

が鑑賞してきた。特に歌舞伎については，本館大劇場において毎年 2か月問

開催するとともに，地方における鑑賞機会の充実にも努めている。 

(3）伝統芸能伝承者の養成 

我が国の文化的財産である歌舞伎，文楽，能楽等の伝統芸能を保存育成す

るための伝承者の養成は，日本芸術文化振興会の目的のーつであり，国立劇

場設立の当初からこれに取り組み，必要に応じ，順次事業の拡大充実を図っ

てきている（表皿3)。歌舞伎については，歌舞伎俳優の養成を昭和45年度

から，次いで竹本（太夫，三味線）の演奏者養成を昭和50年度から，さらに

鳴物の演奏者養成を昭和56年度から実施している。 

文楽については，大夫，三味線，人形の各技芸員の養成を昭和47年度か 
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（平成10年 4月現在） 
表皿-3 研修修了生の現況
歌舞伎 

内 訳 

132 	 133 
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区 ジ“分ー f歌舞伎俳優 
名 題 名 

，総 . 	‘一数’ 

研修修了生（第1期～14期） 

研修修了生の占める割合 

284人 

81人［331 

29% 

145人 139人 

15人 66人 

10% 47% 

区 	分 竹本演奏者 
内 	訳 

太 夫 三味線 

総 	・ 	二数 	・ 31人 15人 16人 

研修修了生（第1期- 14期） 22人［10人］ 13人 9人 

研修修了生の占める割合 71% 87% 56% 

鳴物 

区
 
分
 

鳴物演奏者 

総 	‘ 47人 

研修修了生（第1期一.-10期） 14人［3) 

研修修了生の占める割合 30% 

寄席曜子 

区 	・ 	分 寄席唯子演奏者 

総 	数 23人 

研修修了生（第1期～9期） 16人［5] 

研修修了生の占める割合 70% 

楽 

‘二区 文楽技芸員 
内 	訳 

大夫 三l珠線 人形遣 

総 91人 28人 19人 44人 

研修修了生（第1期～17期） 38人［141 9人 9人 20人 

研修修了生の占める割合 42% 32% 47% 45% 

楽 

区
 
分
 

三．役
嘱峯協会会員I 

. 	！内 	，訳・ー 

ワキ 笛 小鼓 大鼓 杢萎 
41 

狂言 

総数 416人 73人 64人 59人 48人 131人 

研修修了生」（第1 月-3期）,. 13人［4] 3人 3人 1人 1人 2 3人 

研修修了生の占める割合 	~ 3.2% 4.1% 4.7% 1.7% a i% 皿 2.3% 
（注）「］は転業者等で外数 

皿-4 収蔵図書・資料 

区 	分「 本’ 館’I ~槻芸資料館 能楽二堂 文楽劇場 

図 	書 J82,4弱冊」 園 30,3,8,2fL 、ド2§馴8冊ー 津4,323佃 

資 	料 芝蹴53ぢ蓑］ 随7,5i15譲 奪導,651 か20,3i堕二 

（注）黙暫 .- 1. Irii!g臨灘録”，録音テープ面装東首人形，楽器小道具ほカ 

ら開始し，昭和59年度からは国立文楽劇場（大阪）に本拠を移して実施して

いる0 

寄席嚇子の演奏者養成については昭和54年度から，さらに，太神楽の演

技者の養成を平成7年度から実施している。 

また，能楽については，三役（ワキ方，離子方，狂言方）の養成を昭和59 

年度から国立能楽堂において実施している。 

(4）伝統芸能に関する調査研究，資料収集・利用 

国立劇場は，伝統芸能の保存，振興の一環として，その純正な形態による

公開を行うため，演出・演技の向上に資する各種の調査研究を行い，上演資

料集の刊行，録画・録音・写真等による公演記録の作成，各種古文献の復刻， 

演劇書の索引をはじめとする目録等の作成などを行っている。 

また，明治以降80年にわたる日本各地の歌舞伎を主とした演劇興行に関

する 「近代歌舞伎年表」を作成するため，昭和48年度から上演記録などを

調査し，昭和60年度以降毎年 1巻ずつ刊行している。大阪篇（全9巻）の刊行

を平成 7 年に完了し，平成10年 4月現在，京都篇を刊行中であり，さらに 
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全国各地区の部を刊行する予定である。 

伝統芸能に対する意識と実態の調査については，昭和60年度よりアンケ 

ート調査を実施して報告書にまとめている。 

資料の収集・利用については，国立劇場におIナる自主公演に関する視聴覚 

資料をはじめ，各種芸能資料の収集を行い，図書室，視聴室・資料展示室の

常時公開，公演記録及び自主製作フィルムの映画会，公開講座などの定期的

開催を通じて伝統芸能に対する理解と啓発を図っている。 

(5）劇場施設の貸付け 

国立劇場では劇場施設（大劇場,小劇場，演芸場，能楽堂・文楽劇場の他・ 

稽古室等）を伝統芸能の保存及び振興の場として広く一般の利用に供してい

る。使用は，貸付け条件に適ったものについて日程その他を検討の上許可し

ているが，使用申込みは毎年増加している。使用のほとんどは邦楽・邦舞・

演芸，能楽等の伝統芸能の公演であるが，新劇や海外からの劇団の公演にも 

使用されている。 

〔2〕国立美術館 

現在，国立美術館としては，東京国立近代美術館，京都国立近代美術館・ 

国立西洋美術館及び国立国際美術館の 4館が設置されている（表m7) C, 

これらの美術館においては，美術作品その他の資料を収集し，保管して公

共の観覧に供し（表正5，表皿-6を参照），あわせて，これに関連する調査研 

究及び事業を行うことを目的としている。 

主な事業としては，収蔵作品を順次展示する「常設展」 と特定の課題に基 

づき内外の美術作品を展示する「企画展」を行っている。企画展には年1回

から 2回程度の大規模な「特別展」及び新聞社等と共催で行う 「共催展」な 

どがある。 

また，講演会や講座等の開催，展覧会図録や館報の刊行などにより,美術 

の普及に努めるとともに，美術作品や美術史等に関する調査研究を行い・そ 

表正5 国立博物館・美術館陳列品購入予算の推移 
	

（単位：千円） 

； 	了二 	” f二・ J 平成6-i'' 
い 	

7年度― ’りな年度二 I年度 10年度 	三 

， 東京国立博物館 “ 334,703 362,703 402.703 452フ昭 460.703 

京都国立博物館 161,498 187,498 21z498 糾7,498 255,498 

"‘奈良国立博物館；, 133,765 159,765 18g765 219声5 227,765 

,東京国立近代美術館 492,127 492,127 498,563 60,563 611.780 

京都国立近代華術館 75,602 195,602 195,602 195,602 195,602 

国立西洋美術館’、 289,126 2的J26 四9126 2的.126 ・289.126 

国立国際美術館 J 83,533 83.533 18'533 183.533 183533 

表皿-6 過去5か年の入館者数の推移 
	

（単位：人，平成 9年度末） 
1―ー一一一 	ー 	1 

~平成5年度 6年度 、gッ年度 1 ''8年度 	・ 三月年度 ・ 

i 東京匡立響物蛇 788,619 78a9'76 467A70 718,269 597,858 

京都国立博物館 449,984 359,103 365,4 16 為＆4伯 365,416 

ン窒奈食国立博物館癖ン 肥6,351 442596 4838侶 餌2,7加 253、337 

、東京国立近代美術館二 144,684 225,104 211,223 201,815 306p四 

京都国立近代美術館、L 183フ86 227,145 訪a019 236,479 219β加 

．り国立西洋美術館‘‘責 1,569,677 772,941 36a530 '145,457 '102,2 18 

”国立国際美術館寺’ 73,427 42,982 53,055 47,012 60,575 

（注）＊国立西洋美術館は，平成 6年3月より平成10年 '1 月まで展示施設の建築工事中のた
め，平成 8年度及ぴ9年度については，国立西洋美術館力弛の美術館と合同で企画
し，他の美術館で開催した展覧会の入館者数を含む。 

の成果を展示事業や普及事業等に反映している。 

近年，公私立の美術館が増加し，学芸員の資質向上や館蔵品の体系的な収

集などが重要な課題となってきている。このため，国立美術館においては， 

長年にわたって蓄積した，事業連営上の知識や技術の提供，学芸員の研修や

管理運営職員の研究協議会の実施，企画展等への貸与等を通じて，公私立美

術館に対し，助言等を行っている。特に，研修については，昭和59,F度か

ら公私立美術館の学芸員を一定期間国立美術館に個別に受け入れ，職務に従

事しながら研修する事業を開始するとともに，昭和61イF度からは，文化庁 
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表皿 -7  文化庁関連施設（国立美術館） 

所在地 館長 ＝東京都千代田区： 
事業概要 	美術館，工芸館I り 

鷺議鷺麟驚簿 
蕪麟舞舞騒 

京御有京都市左京区岡崎円勝寺町 	 内山武夫 
工芸を中心とした近代美術の展覧会を企画実施しているが．京都を中心と

した開西の土地に密着した美術を中心的にテーマとするとともに，世代の

作家たちの仕事にも注目している。また．主として工芸品の収集に努めて
いる, 

分館設置 昭和38年3月1日 	独立 昭和42年6月1日 
5,812 	* 画 	2,478 	彫刻 	'7? 

工芸 
平成8年度 458,517 平成9年度 463,913 
平成10年度 467,604 
18人（平成10年度末） 

東京都台東区上野公園7-7 	 高階秀爾 
松方コレクジョジを中心に,西洋美術に関するその他の作品及び資料を収
集・保管し,平常展示，特別展．巡回展への貸出し，公演会等各種の集会， 

出版物の刊行，調査研究を行っている。 
昭和34年4月1日 

2,233 

平成8年度 2.335.988 	平成9無麿 2ワョn6nワ 

平成⑩年度・‘ t285.082 
32人（平成10年度末） 

大阪府吹田市千里万博公園10-4 	 宮島久雄 

日本美術の発展と世界の美術との関連を明らかにするために必要な美術

作品等を収集・保管して観覧に供するとともに，これに開連する調査研
究を行っている。 

昭和52年5月20日 

2978 絵画 1.919 彫刻 161 
工芸 0 その他 898 

平成8年度 741.0ワ3 平成9年度 749,940 
平成10年度 1,429,131 
16人（平成10年度未） 

と国立美術館の共催で学芸員に対する研修会を実施するなど，その資質の向

上に努めている。 

<1〉東京国立近代美術館 

東京国立近代美術館は，国立美術館の巾で最も早く昭和27年に開設され

たものであり，近代美術に関する我が国の美術館の中枢としての機能を果た

している0 

美術館本館は，当初東京都中央区京橋に開館したが，昭和46年には現在

地の千代田区北の丸公園に移転した。同館では，おおむね今世紀初頭から現

在に至るまでの日本画，洋画，彫刻等を収集・保管・展示し，これらに関す

る普及活動や調査研究を行っている。 

また，最近では，写真作品を含む現代美術の紹介，子ども向け夏休みの鑑 

賞教室の開催（ギャラリートーク），作品鑑賞の手引きとしての「ギャラリ 

ー・ガイド近代日本美術の名作」の刊行等，新たな活動に取り組んでいる。 

工芸館は，明治43年

に建設され，昭和47年

に重要文化財に指定さ

れた旧近衛師団司令部

庁舎を展示施設とした

ものであり，我が国の

近代工芸に関する専門

的な施設として陶磁， 

染織，漆工，金工の展

示などを行っている。 

フィルムセンター 

は，当初の美術館本館 

（京橋）の建物を改装し， 

‘注）収蔵品については平成 9年度来の数 
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それまでのフィルムライブ

ラリー部門を拡充して，昭

和45年に東京国立近代美

術館フィルムセンターとし

て開館し，その後,平成7 

年には建物を新築し，映写

ホール増加等大幅にその機

能を拡大した。また，昭和 

61年には神奈川県相模原 

市に映画フィルム専用の収蔵庫をもつ分館を設置した。 

同センターは，映画に関する唯一の国立の施設として，内外の映画フイ)レ

ムや映画に関する資料の収集，保管及ぴこれらに関する調査研究を行うとと

もに，所蔵フィルムを中心とした企画上映，諸外国との交換映画祭，全国の

公立文化施設と連携協力した優秀映画鑑賞推進事業等を実施している。また， 

平成 9年度からは映画製作に関する専門家の養成講座を開設した。 

なお,平成10年度第1次補正予算において美術館本館の展示施設及び情

報関連施設等の充実を図るための本館増改築工事が措置された。  

第1章 文化行政組織 

<2〉京都国立近代美術館 

京都国立近代美術館は，昭和38年に京都市から無償譲渡された施設をも

とに，国立近代美術館京都分館として発足し，昭和42年は京都国立近代美

術館として独立したものである。 

同館は,東京国立近代美術館と同様に，近代美術に関する活動を行ってい

るが，特に，関西における近代美術の拠点として，関西で活躍した美術家及

び工芸を中心とした美術作品等の紹介など，特色ある活動を行っている。 

また,日本画，洋画，版画，陶芸，染織等の工芸及び写真などにわたり， 

作品の収集，保管，展示，調査研究等の活動も実施している。 

なお，設置当初の施設は，美術館として建設されたものではなく，不備な

点が多かったため，昭和61年に現在地で建替えを行い，展示面積を増加す

るなど拡充が図られた。 

<3〉国立西洋美術館 

国立西洋美術館は，フランス政府から寄贈返還された松方コレクションを

もとに，昭和34年に設置された。松方コレクションは，故松方幸次郎氏が

第一次世界大戦前後，ョーロッパ各地で収集した作品のうち，フランスにあ

って戦禍を免れた印象派の絵画及ぴロダンの彫刻を中心とする美術作品であ 
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る。同コレクションは,第二次世界大戦後，サンフランシスコ平和条約によ

り，フランス政府の所有となっていたが,昭和34年に寄贈返還されたもの

である。 

同館では，松方コレクションの保管，展示と並んでその後収集した西洋美

術作品等を保管，展示するとともに，広く西洋美術全般を対象とする唯一の

国立美術館として，西洋美術に関する作品及び資料の収集，調査研究，山版

物の刊行等を行っている。 

なお，施設は設立当初の本館（ル・コルビュジェ氏設計）のほか，昭手ロ54年に

新館，平成 9年に企画展示館が新設され，展示場の拡充等が図られた。 

く4〉国立国際美術館 

国立国際美術館は，昭和45年の日本万国博覧会（大阪）で世界の名品を集

めて展覧した万国博美術館の施設を利用して，昭和52年に開館した。同館

は，日本の美術と世界の美術とが密接な関係をもちながら発展してきている

ことを，時代や地域の区分を越えて示そうとするものである。 

同館では，これまで作品収集の重点を世界の現代美術に置き，現代美術の

多様な展開の紹介を行ってきている。 また，昭和62年度からは，現代美術 
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所在地．編1撃 与 “草鶴台稽i区上野パ障 13‘り 	 ’ジ二‘阿郎充夫讐“り4け 
事業風遮郵一我カ【おi1-J 毒凸［内与苅物館とし‘こ‘円ホォ cp,L,L1, 更洋諸地域にわた 

」資醐等J、百IFy 化肘を‘迂襲 盤●ご，L，て公来の観覧に供する

もに，壬i.tlにらy 」る隊」書 1 拓ホ・写いこ1、J葺与「斗を収維して研究者！プ公

隣~一，d二1 什了に1】‘へに巨】寸ら調江酬究及び出瓶『物m「」行を行二・ている。 

研」治5FF、井」1り「】 

92D80(2515) り 

絵画 	11.586 
彫刻 

工茎 29.832 
夏洋考占 9. 1'/2. 
,024 引48) 
・平成8年度 十 2,735.i86 

平成 10年度 2.066フ02 

13整驚臨鷺焦属末） 
京都府京都市東山区茶屋町52ワ

古都京都の優れた古器宝物を中心にI 京都及び近傍社寺等の美術全般を収

集・保管して公衆の観覧に供し，あわせてこれに開する調査研究及び事業

を行っている。国宝や璽要文化財等の修理，保存処理及び模写等を行うた

め，文化財保存修理所を設置している。 

明治22年5月16日 

10.850 (5,906) 
絵画 	2,959 (1,953） 

彫刻 	360 (253) 
I芸 	4.112 (2,257） 

国宝・重文（うち■宝〕887 (109) 
予算額（千円） 平成8年度 587,9'77 

平成10年度 	525,93 	1 
45人（平成10年度末） 

仏教美術を中心とした女化財について収集・保管して公衆の観覧に供する

とともに，これに関する調査研究を行っている。 

展示事業としてはI 仏教美術をテーマとする平常陳列のほか, 巻季特別展， 

正倉院展，特別I環列等を開催している． 

良 設立年月日、 

署農託品） 

留 	＝ 

明治22隼5月16日 

2.905 (1,699) 
絵画 	ーワ93 (566) 盤跡 .l 
J 	I. . 	429 (316) 	.'g 
エ芸 	ワ37 (394) そのf也 

盤跡・典籍・古文

考古 

そのf也 

‘閣宝・重文（うち国宝）429 (45) 
予算額（千円） 4'成8年度 1,591,066 平成9年度 849,3ワ4 
ー、L 『’ 平成10年度 1.092,456 
定員 	 36人（平成10年度末） 

4'成 9 4.度 5,858.621 平成9年度 5,858,621 

中川久定 中川久定 

書跡・典籍・古文書 	1,995 O50) 
%古 	 1,046 (462) 
その他 	 378 (31) 

平成9年度 	467,39 1 

定員 

所在地・館長 ’ 

定員 

所在地・館長 ・ 

1.25) 	典籍古文宙 2議発4079) 

驚 鷺響 

58o） 	書跡一典籍 I 古文雷 2.059 (44o〕 

831) 目J洋聾術 	 8.134(182) 
.25） 	その他 	 553 (213) 

設立年月I喜
収温乏I 

（うら寄託品・

設立年月I喜
収温乏i 
（うら寄託品， 

国宝・重文乃ち国宝I 
予算額（千円） 

国宝・重文（うち国宝I1
予算舗（千円） 
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事業概要
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収蔵品 

（うち寄託品） 
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事業概要

設立年月日
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（うち寄託品） 
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に関する中堅作家の近作展を,平成 2 年度からは国際交流展を実施するなど・

日本の美術と世界の美術との関連性に関する活動の充実を図っている。 

なお，開館以来，常に問題となった交通アクセスの不便さに加えて・建物

の老朽化が顕著になったため, 大阪市内（中之島）に新築移転することとし

ている。平成10年度には，新館建設工事に着手し，21世紀初頭の新館開館

を目指している。 

〔3〕国立博物館 

有形文化財を収集し, 保管して公衆の観覧に供し, あわせてこれに関連す

る調査研究及び事業を行うことを目的として, 文化庁の施設等機関として・

東京, 京都，奈良に三つの国立博物館が設置されている。東京国立博物館は・

文部省が明治 5 年に東京の湯島聖堂大成殿に設けたのがその始めであるが・

その後所管が内務省，農商務省と移り，明治19年からは宮内省の所管すると

ころとなり, その名称も帝国博物館と改められた。宮内省は，これに続いて

明治22年，京都と奈良にも帝国博物館を設置することとし・建設を進め・

それぞれ明治30年，明治28年に開館した。これらの博物館は，明治33年に

帝室博物館となったが，第二次大戦後，再び文部省に所管換えされ・昭和 

43年文化庁の設置に伴い文化庁の所管となり，今日に至っている。 

東京, 京都，奈良の各国立博物館においては，文化財の公開について・館

蔵品，寄託品を基礎に，文化庁長官の勧告等により出品された国宝’重要文

化財を加えて常設展示を行っており, さらに年］,2回程度の大規模な特別展・

これに準じる規模の専門的な展示等を年数回行って公開の充実を図ってい

る。また，各館においては，展示・公開に関係する講座，講演会等を随時開

催するとともに，博物館ニュース，図録等を発行し，利用者の便を図ってい 

る。 

博物館は陳列品を収集し，保管して公衆の観覧に供し，教育一普及活動を

行うが, これと並んで陳列品を中心とした美術史，考古学等の調査研究機能 

第1章 文化行政組織 

表皿18 文化庁関連施設（国立博物館） 

（注）収蔵品については平成 9 年度未の数 
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も有している。この調査研究により得られた成果が展示等の事業に反映され

るため，両者は常に並行して進められている。 

これらの国立博物館は1世紀にも及ぶ歴史を有し，昭和59年度から公立

博物館・美術館等の職員を研修生として受け入れて，その資質の向上に努め

ている。また，これらの公立博物館等の企画展等への館蔵品の貸与も積極的

に行っており，我が国の博物館の中で指導的立場にあると言える。 

また，近年，生涯学習社会への対応が必要とされる中，国立博物館におい

ても人々が自らの学習意欲に応じ，その発揚の場としての開かれた新しい博

物館利用について対応することが求められている。 

このため,平成7年度から文化財情報システム（76頁）の構築を開始し，平

成 8年度からは各国立博物館の情報が横断的に検索できるようになり，利用

者の用に供している。また，平成8年度から毎週金曜日を夜間開館日とした

り，ボランティア活動を活用した身体障害者への対応や外国人のための案内

書等の作成など，来館者に対するサービスの充実を図っているところである。 

<1〉東京国立博物館 

東京国立博物館は，我が国で最も古い博物館で，我が国の総合的な美術博

物館として，日本・東洋の各時代の優品を主体とする美術品の収集，保存管

理及び公開を行っている。本博物館には，日本の美術品を絵画．彫刻，書跡， 

染織，金工，武器武具，刀剣，陶磁，漆工等の各分野に分けて展示する本館， 

日本の考古品を展示する表慶館，日本を除く東洋各地の各時代の美術品等を

展示する東洋館及び法隆寺献納宝物を公開している法隆寺宝物館がある。さ

らに，現在，皇太子殿下御成婚を記念して，平成館の新設が進められている。 

これは，展示・収蔵施設の充実・拡充を図るため，免震装置付陳列ケースを

配置した特別展示場・常設展示場及び収蔵品の保存に最適な温・湿度等を維

持できる収蔵庫を備えた新館として計画された建物であり，保存機能を高め

ながら広く・般に公開可能な施設として改築が進められている法隆寺宝物館 

第1章 文化行政組織 

とともに，平成ii年10月に開館の予定である。 

展観事業としては，常設展のほか，毎年秋に特別展を開催しており，近年

では，「やまと絵展」「中国の陶磁展」「花展」「法隆寺献納宝物展」「日本の

かたな展」を行ってきた。 

また，国宝・重要文化財の新指定品を公開するなど多彩な展示を企画する

ほか，新聞社等と共催で各種の展覧会を行っている。 

<2〉京都国立博物館 

京都国立博物館は，明治21年に全国の古社寺宝物の調査が実施された際， 

京都，奈良方面には特に優れた社寺の宝物が多く，それらの大半が破損の危

機にさらされていたことなどにかんがみ，これらを専門的に保存する施設と

して，明治30年に開館した。このような経緯から，京都国立博物館におい

ては・京都を中心とする畿内に伝来した文化財及び平安時代以降の日本の伝

統ある美術品を中心に収集，保存管理及び公開を行っており，平成 9年には

開館100周年を迎えたところである。 

京都国立博物館においては，美術品を絵画，彫刻，書跡，陶磁，考古，金

工，漆工，染織の各分野に分けてこれを新館に展示するほか,重要文化財に

指定されている本館では，毎年秋に特別展を開催しており，近年では，「黄 
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葉の美術展」「都の形象展」「蒔絵展」「室町時代の狩野派展」「開館百周年記

念桃山絵画讃歌展」を行ってきた。また，新聞社等との共催展,特別の展示 

も随時企画されている。 

なお,新館における狭陸性，老朽化，耐震構造 Lの問題等を根本的に解決 

するため百年記念館（仮称）の新営に向けて準備を進めており・展示機能“ 

研究機能・サービス機能の一層の充実を図ることとしている。 

く3〉奈良国立博物館 

奈良国立博物館は，明治28年に開館し，仏像美術を中心とした美術品の

収集，保存管理及び公開を行っており，平成7年には開館100周年を迎えた 

ところである。新館（西新館）においては,仏像，仏画，仏教法典，経典な

どの仏教美術品の系統的な展示を行い，また，重要文化財に指定されている 

本館では，飛鳥から鎌倉時代に至る仏像と仏教関係の考古資料を展 してい 

る。 

以上の常設展のほか，毎年春に特別展を開催しており,近年では・「鎌倉 

仏教とその美術展」「中世彫刻名宝展」「開館百周年記念日本仏教美術名宝展」 

「東アジアの仏たち展」「春日信仰の美術展」を行ってきた。 

さらに，毎年秋には，正倉院宝物を展示する「正倉院展」を開催しており， 

平成10年度で50回目を迎えたところである。 

また，展示室，収蔵庫，修理・保存科学研究施設，公開学習施設等を備え

た第二新館（東新館）が完成し，平成10年 4月に開館した。 

〔4〕国立文化財研究所 

文化財の基礎的研究を進め，その保存等に資するため，文化庁の施設等機

関として，東京及び奈良に国立文化財研究所が設置されている。 

東京国立文化財研究所は，黒田清輝の遺志に基づいて昭和5年に創設され

た帝国美術院附属美術研究所をその前身とする。美術研究所は，第二次大戦

後，国立博物館の付属機関とされたが，昭和27年に東京文化財研究所と名

称を改めた。また，同時に，奈良市に新しく奈良文化財研究所が設置され， 

昭和29年には「国立」の名をそれぞれの機関に冠して東京国立文化財研究

所，奈良国立文化財研究所となり，今日に至っている。 

してい 
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<1〉東京国立文化財研究所 

東京国立文化財研究所は，美術部，芸能部，保存科学部，修復技術部，情

報資料部及び国際文化財保存修復協力センターの S部1センターを置き,美

術，芸能,文化財の保存及ぴ修復技術に関する科学的な調査研究とこれらの

文化財の調査壬J「究に関する情報資料の収集，保管，公表等並びに文化財の保

存・修復に関する国際的な研究交流等を行っている。 

すなわち，美術部では，日本及び東洋の古代から近世に至る美術，日本の

近代・現代美術とこれらに関連のある西洋美術について，x線，赤外線等の

科学的方法により技法・構造等の解明を行うなど,その基礎的調査と専門的

研究を進めている。芸能部では，日本の伝統芸能の保存に資するために必要

な基礎的・理論的な調査研究を行っている。保存科学部及び修復技術部では， 

文化財の材質・構造・技術の科学的調査研究及び文化財の保存環境の科学的

調査研究を行い，これを基盤として文化財の保存と修復に関する科学的・技

術的調査研究を行っている。情報資料部では，美術，芸能，文化財の保存及

び修復技術に関する文献資料，写真資料その他の作成，収集，整理，保管， 

公表及び調査研究を行っており，平成10年 2月現在，これらの情報資料に

関する情報処理システムの開発を進めている。 

平成7年 4月に設置された国際文化財保存修復協力センターでは，世界の

文化財の保存・修復に関する国際的な研究交流，保存修復事業への協力，専

門家の養成及び情報の収集と活用等を行い，文化財保護を通じた国際協力に

積極的に取り組んでいる。 

以上の各部等における事業に加え，博物館・美術館等の保存担当学芸員研

修，文化財保存修復研究協議会，文化財の保存及び修復に関する研究のため

の国際研究集会等を開催している。また，平成 7年4 月からは，東京芸術大 

学と連携して，社会人も受け入れた大学院教育を行うとともに産官学共同の

基礎研究を行うなど，文化財の保存修復のために様々な形での人羽養成を行

っている0 
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また・近年における研究活動の多様化,科学的研究の近代化，研究活動の

国際化,交流の活発化及び年々増加する各種情報資料の保存，公開,活用へ

の対応を図るため,新庁舎の建設を進めている。 

く2〉奈良国立文化財研究所 

奈良国立文化財研究所には，lI！、務部のほか，建造物研究室，歴史研究室の 

2室と,平城宮跡発掘調査部，飛鳥藤原宮跡発掘調査部の 2部及び飛鳥資料

館と埋蔵文化財センターが置かれている。建造物，歴史の各研究室において

は・主として南都の社寺を中心とする建造物，歴史等に関する調査研究を行

い・平城宮跡発掘調査部及び飛鳥藤原宮跡発掘調査部においては，それぞれ

平城宮跡及び飛鳥藤原地域の遺跡の発掘調査を行い，飛島資料館は，飛鳥地

域の歴史的意義の普及・文化財の公開・活用と調査研究を行っている。また， 

埋蔵文化財センターは，埋蔵文ィヒ財1こ関する調査研究と地方公共団体への専

門的’技術的な指導・助言及び担当職員の研修を行っている。 

平城宮跡の発掘調査は・昭和30可一に第ー・次調査を行い，昭和34年から本

格的調査を開始した。昭和38年には平城宮跡発掘調査部が発足し，組織的 



事業概要 ， 美術，芸能, 文化財の保存及び修後技術に農iする科学白く1徐，園杏1柵卿本1ラ」う
とともに，これらの文化財の調査研究に閉するf奮報資‘業kD収担 ィ早管 公
表等を行っている・ さらに．平成'7年度からは国際立化財保存修加1盆カヤ
ンターを設け，海外0)立化財保存に闘する国際侮循肥鰍ヤ球FタI．口本〒1〒芭儒i 
品修復事業毎を行う奪ど，国際日く1な研究交流を惟」建している一 	 」 
また．・黒田記念窒でば．‘黒田滴輝の作品を主i周木膿序門3 こ O()-.. IA 一 A・l了』 
に無料で，展示公開している。（黒田澗輝は当研究所0鴻帽，者であるかめ 
作品を多＜所脱している。） 

設立年月日 , 昭和5年6月28日 

予算韻（千P]） 平成9年度予算 820.169 
定員 

所在地・所畏 	奈良県奈良市ニ条町2一9-1 	 田中 琢 
事業概要 	建造物．歴史の各研究室においては．主として南都の社寺を中心とする建 

造物, 歴史に関する調査研究を行い，平城宮跡発掘調査部及び飛鳥藤原宮
跡発掘調査部においては，それぞれ平城宮跡及び飛鳥藤原地城の遺跡0溌
掘凋査・保存豊協を行っている。 
飛鳥資料昭では, 飛鳥地域の歴史・文化に開する資料を公開展示し，また
埋蔵文化財センターでは，地方公共団体が行う発掘調査について専門的・
技術的指導及び発掘調査員の研修等を行うとともに，情報資料室を設けて
埋賊文化財に開する各桶情報の提供を行っている。 

設立年月日 昭和2?年4月1日 
予算額（千円） 平成9年度予算 1,651,233 平成10年度予算 1,633,002 
定員 	 85人（平成10年度末） 

所在地・所長 	東東都北区西が丘3-9-14 	 甲寧．閣 
事業概要 

d現代の言語生活及び言語文化に開する調査研究 
(2周語の歴史的発達に関する調査研究 ・ 
償）国酉教青の目自1〕, 方法及び結果に闘する調査研究 
④新聞における言語，放送（こおける雪語等同時に多人数が対象とむる言 

語に関する調査研究 
⑤日本語教荷に闘する調査研究 
I 調査研究に基づ＜事業 

(1】国語政策の立案上参考となる資料の作成 
②国語研究資料の集成．保存及びそ・の公懇 

③現代語辞典，方言辞典その他研究成果の編集及び刊行 
④日本語教師に対する研修，日本語教材の開発 

設立年月日 昭和23年12月20日 

予算額（千円） 平成9年度予算 1,009,689 平成10年度予算 1.007,247 
定員 	 66人（平成10年度末） 

ー 
所在地・院長 	東京都台東区上野公園1一30 	 犬丸直 
事業概要 	Ij准術上の功編顕署な芸術家を優遇するための栄誉機閲 

②芸術に開する重要事項を審騒し，芸術の発逮に寄与する活動を行う。 
電虜術に開する重要事項について文部大臣または文化庁長官に建議できる。 
※恩賜賞．日本芸術院賞の授与 

会員以外の者で，卓抜した芸術作品と認められるものを制作した者及び芸
術の進歩に貢献する顕著む業緩があると認められる者に対して授与。恩賜
賞受賞者には賜品．院賞受賞者には賞碑，賞状，賞金50万円が贈られる。 

設立年月日 	昭和22年12月4日 

定員 	 '7人（平成10年度末） 
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調査が開始され，規模も飛躍的に増大した。調査開始以来・発掘によって判

明した新事実は極めて多く，出土品も膨大な量に上っているが・今後も調査

の進展によって日木古代史を解明する重要資料の発掘が予想される。また・

この調査に基づいて大極殿及びその周辺の遺構表示や建物の復元その他の修

景．整備を制画的に進めるとともに，出土遺物を平城宮跡資料館において展

示するなど，その公開・活用にも努めている。 

このうち, 朱雀門，東院庭園については，平成10年 4 月，その完成を祝

し，復元記念事業が行われた。第ー次大極殿については，弓は続き復元事業

を進めているところである。 

飛鳥藤原地域の発掘調査は，従前から行ってきたが，昭和44年度から藤

原宮跡の本格的調査を行うことになり，昭和45年には飛鳥藤原宮跡発掘調

査室が設置され，次いで昭和48年には飛鳥藤原宮跡発掘調査部に拡充され

た。ここでは，藤原宮跡をはじめ山田寺跡，本薬師寺跡，飛鳥池遺跡など・

飛鳥藤原地域の宮跡・寺院跡の発掘調査を行い, 数々の新事実や多量の出土

品を得ているほか，藤原宮跡の修景・整備を進めている。 

埋蔵文化財センターでは，近年急激に増加しつつある全国的な土地開発に

伴う埋蔵文化財の保護対策の一環として，地方公共団体の埋蔵文化財調査関

係職員等に対して，一般研修や，遺跡測量，遺物保存整理等の専門研修等を

行っており，その研修コースについては年々拡充を図ってきた。また・これ 

表皿-9 文化庁関連施設（国立研究所ほか） 
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らの研修以外にも地方公共団体への専門的・技術的な指導と助言を行ってお

り，埋蔵文化財に関する基礎的・専門的な調査研究も進めている。 

なお，平成 6年からは，京都大学大学院に人間・環境学研究科が設置され

たことに伴い，同研究科において,奈良国立文化財研究所の研究員が文化財

保存科学論や文化財保存調査方法論等の講座を担当し，文化財の調査研究者

の育成に寄与している。 

第1章 文化行政組織 

る。会員の選考は・芸術上の功績顕著な芸術家について，会員から成る部会 

の推薦と総会の承認により行うこととされている。会員に対しては年金250 
万円が支給される。 

また・日本芸術院は・卓越した芸術作品または芸術の進歩に貢献する顕著な 

業績があると認められる者に対し，恩賜賞及び日本芸術院賞を授与している 

(151頁表111-9参照）。 

〔S〕国立国語研究所 

国語及び国民の言語生活に関する科学的調査研究を行う機関として，昭和 

23年に設置された。国立国語研究所には，言語体系研究部，言語行動研究

部，言語変化研究部，言語教育研究部，情報資料研究部及び日本語教育セン

ターの5部1センターが置かれている。 

それぞれの研究部においては，現代の言語生活及び言語文化，国語の歴史

的発達，国語教育の目的，方法及び結果に関する調査研究や，新聞における

言語，放送における言語等同時に多人数が対象となる言語に関する調査研究

を行い，それに基づいて国語施策の立案上参考となる資料や様々な国語研究

資料を作成し，公表・刊行している。 

また,日本語教育センターにおいては，外国人等に対する日本語教育に関

する研究を行うとともに，日本語教師に対する研修や教材の開発を行ってい

る（151頁表111-9参照）。 

〔 6〕日本芸術院 

日本芸術院は，優れた芸術家を優遇顕彰するための栄誉機関である。 

大正8年帝国美術院として創設された後，昭和12年に帝国芸術院に改組

されるなどの拡充を経てきており，昭和22年，現在の名称に変更された。 

現在，院長1名と会員120名以内から構成され，会員は，第1部「美術」， 

第2部「文芸」及び第3部「音楽・演劇・舞踊」のいずれかの部に属してい  

(7〕新しい国立文化施設の整備 

<1〉新しい美術展示施設（ナショナル・ギャラリー（仮称）) 

芸術鑑賞や芸術創造活動についての国民の関心，意欲の高まりに応えてい

くため・絵画 工芸部門等の全国的な公募展を開催できる新しい美術展示施

設（ナショナル・ギャラリー（仮称））を整備することが重要な課題となってい 

る0 

また・昭和63年8月には日展,日本美術院，二科会など15の美術関係団

体の有志からなる「国立現代美術館建設を促進させる会」から，全国的規模

の公募展等の会場となる国立現代美術館（ナショナル・ギャラリー）設立に

関する陳情が，国会議員等に対して行われた。 

文ィヒIテではこれを踏まえて,平成元年度から「新しい美術展示施設等総合

文化施設の在り方に関する調査研究J を開始し，検討を行ってきた。 

平成7年 6月・自民党，社会党，新党さきがけの連立政権三党合意による 

「当面の重点政策」において，「絵画・工芸部門等の全国的な公募展開催の施

設の建設を進める」 とされたことを受け，文化庁では同年10月に「新しい

美術展示施設（ナショナル・ギャラリー）に関する調査研究会」を発足させ，具

体的な検討を進め・平成8年 3月，基本構想を取りまとめた（資料ml参照）。 

同構想においては・創作活動，鑑賞活動力晒発化する中で，全国的な公募

展を開催できる施設が少ないこと，また，国際化・大型化する企画展等を開

催するには・既存の美術館では展示面積が不十分であること等にかんがみ， 
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資料皿-1 新しい美術展示施設の基本構想の概要 

-21世紀の美術創造活動の拠点ー 

1 目的，機能 

近年の美術活動は，公募展等をはじめとして美術創造活動，鑑賞活動が活発に

なっているが，全国的な公募展を開催できる施設が少ないなど，多くの問題が生

じてきている。 

新国立美術展示施設（ナショナル・ギャラリー）（仮称）は，美術への関心の高度化， 

美術活動の活発化,多様化，国際化等に対応するため,当面緊急の課題となって

いる全国的公募展や大型国際企画展などの利用に供するものとして，併せて，国

内外の展覧会情報などの収集・公開や教育普及活動を行う。 

2 名称 

当面,「新国立美術展示施設（ナショナル・ギャラリー）」と仮称する。 

3 施設 

上記の目的を達成し，その機能が十分に発揮できるような施設とするとともに, 

急速に進展する美術活動にも将来対応できるよう配慮する。 

「展示室，野外展示施設．審査室，作品保管施設，搬入 搬出施設，情報1 

L資料室，教青普及施設．サーピス施設など 	 」 

4 建設場所 

新国立美術展示施設（ナショナル・ギャラリー）は，我が国を代表する美術展示

施設であり,我が国の美術創造活動の拠点として，交通の利便性，快適性等を考

慮に入れることが必要である。 

（備考） 

「東京大学生産技術研究所及び物性研究所の移転が計画され1 

L ている東京大学六本木地区は好適地と考えられる。 	」 

5 運営形態 

新構想による開かれた国立の美術展示施設として，その目的・機能が十分違成

されるよう，弾力的な運営と効率的な組織を構想の具体化に伴い検討していくこ

とが必要である。 

新しい美術展示施設（ナショナル・ギャラリー（仮称））は，全国的美術団体が

行う全国的規模の公募展等や国立美術館等が共同して行う大型企画展等の利

用に供することとされた。また，あわせて国内外の展覧会情報の収集・公開

や教育普及活動を行うこととされた。 

これを受けて，文化庁では，構想の具体化に向けた検討を行っており，平  

成10年度に基本計画を策定することとしている。 

く2〉九州国立博物館（仮称） 

平成元年度から，情報化，国際化の進展等社会状況の変化や文化に対する

国民の関心の高まりを背景にして，文化施設の整備・充実が課題となってい

ることを踏まえ，文化財保護部内に「博物館等整備運営に関するプロジェク

トチーム」が設置され，国立博物館・国立文化財研究所の機能・役割及びそ

れに伴う施設整備，管理運営改善の在り方等について研究が始まった。 

資料皿-2 新構想博物館の整備に関する調査研究についてー中問報告ー（要旨） 

（構想の基本）' J" 
①わが国の文化の形成において驚響があっか アぐJア，者”bf誹ンn、てケルコ七α工tr 
い．歴史を,全国的な視野から扱う博物館一 

三（②）考古資料 ,歴史資料を中心きLた、ケi目オ‘r)IJ ．展三〒 三国春 ,lil工zpl、7ド“f 'v口」H月”ーI ’皿ニよ・貝1け‘こt’し×ーレI、ーメ.1し只小Jノ収果“肢木，’調宜’切Iラll及ひ字 

奪二二、習活動が，・総合的に機能する博物館一 L 

＠博物館の諸活動全般が．国際化‘情報什 学0察イトきわ ，書Iー屋〒〒こ壬喬hThγド I，こ”シ’、J ”ン“ー想口ノレ’"=J工×ノJ・’凸II勺て Iし・ ‘月千民1し・十P示1しC4 L, ”可kJ茂刀てフ古里房之け 

」’学習活動に．その成果が常に反映きれるいわゆる“牛去アnろ”f商物舘 

④国と博物館,設置される地域とが連携し，相互に協力を行いながら，博物 

・乞館の諸活動及ひ管理運営などを行う博物館。 

構想の基本について 

ア・わが国はアジアの重要さを政治的，経済的に認識するだけでなく，アジア

諸国との相互理解を深める文化交流を盛んにし，アジアに対する貢献を考え

る必要がある。 

イ・「日本文化の形成をアジア史的観点から捉える」という新しい視点を持った

博物館を設置することは，時代の要請である。 

ウ・設置の場所は，近代以前におけるわが国とアジア諸地域との交流において

果たした九州の役割の大きさを考え，九州に求めるのが妥当である。 
設置形態について 

ア．国（文化庁）が設置する国立博物館とする。 

管理運営形態について 

ア・設置される地域との連携・協力及び民間の創意・工夫を取り入れた弾力的

な運営が可能な形態について検討を行う必要がある。 
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平成 6年度からは,「新構想博物館の整備に関する調査研究委員会」（座

長：上山春平京都市立芸術大学長）が設世され,官民協力による新しい構

想の国立博物館の整備に関して調査研究が行われた。 

平成8年 3月，同委員会の中問報告が取りまとめられ，新しい国立博物館

の構想の基本，基木的性格，設置形態，管理運営形態，施設整備，展示’資

料収集及び調査・研究の各項目について提言がなされた。 

文化庁は，この提言等を踏まえ，同月，新構想の国立博物館を「九州国立

博物館（仮称）」とし，その設置候補地を「九州の太宰府」に決定するとと

もに，所要の検討を進めていくこととした。 

平成 8年度においては，「新構想博物館の整備に関する調査研究委員会」 

の下に「組織・運営」「施設整備」及び「展示構想」の 3 専門委員会が設世

され，様々な角度から検討が重ねられた結果，「専門委員会報告」が取りま 

とめられた。 

平成9年6月，「新構想博物館の整備に関する調査研究委員会」において・

平成 8年 3月の「中間報告」と平成 8年度の「専門委員会報告」をもって 

「九州国立博物館（仮称）基本構想（案）」と位置づけ，この「基本構想（案）」に

示された方法に沿って「九州国立博物館（仮称）基本計画」の策定に向けた検

討を進め,平成10年度中に取りまとめることとしている。さらに，平成11 

年度には「九州国立博物館（仮称）基本設引」に着手することとしている。 

<3〉国立組踊劇場（仮称） 

沖縄の伝統芸能である組踊については，昭和47年に国の重要無形文化財

に指定するとともに，伝統組踊保存会を保持者の団体として認定し（現在・

同保存会会員は48人），同保存会の行う伝承者養成事業に対する補助，組踊

特別鑑賞会の実施等，その保存振興を図ってきているところである。 

しかしながら，沖縄県に組踊の伝承活動や公開等を行う専用の施設がない

ために，①伝承者養成に支障があること，②形態の異なる舞台で」演するこ 

とにより技芸様式の変容カしb配されること，③総合的・体系的な記録保存や

調査研究が困難であること，④総合舞台芸術の重要無形文化財のうち国立の

専用劇場が設置されていないのは組踊だけであることなどから，国立組踊劇

場の設立を要望する声が地元関係者を中心として強く出され，昭和62年 4 

月には，沖縄県知事から，文部大臣，沖縄開発庁長官，文化庁長官に対し， 

国立組踊劇場の設立を求める要望書が提出され，以後，毎年要望書が提出さ

れてきた。 

こうした状況の中で，平成8年9月，「沖縄問題についての内閣総理大臣談

話」が閣議決定され，平成8年度補正予算で沖縄特別振興対策調整費として 

50億円が総理府本府に一括計上された。 

この「沖縄問題についての内閣総理大臣談話」に基づき，沖縄に関連する

基本施策に関し協議することを目的として，平成8年9月に設置された「i中

縄政策協議会」に対して，「国立組踊劇場（仮称）の設立」を文化庁と沖縄開

発庁とで共同提案し，平成 9年 4月，国立組踊劇場（仮称）設立に関する調査

費が，文化庁に配分された。 

この調査費により，平成 9年 S月，「国立組踊劇場（仮称）の在り方に関す

る調査研究協力者会議」（座長】川口幹夫 王は放送協会顧問）を発足させ， 

劇場の連営や施設の基本的な在り方に関する調査研究を実施してきたところ

であるが，平成10年4 月，劇場の基本的な構想・計画が「国立組踊劇場（仮称） 

の在り方について」 として取りまとめられ，文化庁長官に報告された。 

この報告に基づき平成I0年度においては，劇場の運営や公演内容等につ

いて具体的な検討を行う設立準備調査会を開催するとともに建物の基本設計

などを実施している。さらに，平成11年度はりは続き設立準備調査会を開

催するとともに，建物の実施設計を行うなど，劇場の設立に向けた諸準備を

推進していくこととしている。 

なお，劇場の設置場所については，沖縄県から推薦のあった 2か所の候補

地（浦添市可、~善地区，那覇市笑夫新都心地区）について総合的な検討を行っ 
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た結果，必要な用地面積の確保，交通の利便性等を勘案し，平成 9 年12月 

「浦添市小湾地区」に決定した。 

4. 行政改革とこれからの文化行政 

21世紀に向けて，文化を国の存立基盤とし，豊かな創造性にあふれた活

力ある，国際的にも貢献できる文化立国の実現が，我が国の課題となってい

る。文化立国の実現は，国をあげて取り組むべき課題であるとともに，社会

の幅広い分野に関連するものであり，各省庁の施策の中にも文化振興に深く

関わるものが多い。 

戦後50年を経て大きな転換期を迎えた我が国は, これまでの発展を支え

てきた経済社会システムを，21世紀にふさわしいものとして再構築するこ

とが必要となっていることから，政府においては，行政改革，教育改革など

の諸改革を推進している。 

行政改革は，国の行政組織，事務事業の運営を簡潔かつ効率的にし・より

自由かつ公正な社会の形成に資することを目的として，中央省庁等の改革を

行うものである。平成10年 6 月に成立した「中央省庁等改革基本法」にお

いては，文化庁については，主として政策の企画立案に関する機能を担う外

局として存置され，その「文化行政の機能の充実を図る」とともに，「国際

文化交流については，外務省との連携をさらに緊密化し，文化庁がより重要

な役割を果だすこと」とされた。 

資料111-3 中央省庁等改革基本法 

平成9年12月3日に行われた行政改革会議の最終報告を受け,内閣機能の強化・

国の行政機関の再編成並びに国の行政組織並びに事務及び事業の減量・効率化等

の改革について，その基本的な理念及び方針その他の基本的な事項を定めた中央

省庁等改革基本法が平成10年6月23日に施行された。 

. ％『く自的）」一 ：授、ニ コ 

第1条 この法律阜，平成9年12月3日に行われた行政改革会議の最終報告0) 
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儒轟姦綴濃綴● 1O)2繁 (11T1 舞 

議蕪糞鷺鷺鷲 

麟籍

麟難鼻 
（国の貴務） 

第3条 国は, 前条の基本理念にのっとり，中央省庁等改革を推進する貴務を 

嘉薫驚I111*方針に基づき，中央省庁辱改革を行うものと 

護驚 



り重要な役割を翼たすこと。 

え大規模ブロ三ノこクト等によ.i,z, 	に・コいて 生として商業ィと及び実 
用ィじに向 Iナたものは経済産業省が担うことを踏まえ 主として学術研究ミ 
f〕科学技‘f に関するものを数青科学技術省が担うことく 

舞鷺舞 

或するものとする。 

1 費かな人問性の青成， 

こと。 
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麟蕪麟 
の実施に関すと，‘無ョ旨を担う組織との緊密な連携の確保を図ること、 

驚誉篇器霊鷲驚驚鷺舞器鷲

響欝驚詰勺，り、社縄斉胃勢J変什唾踏二、た‘奮硯守ョ

携鷲讐強イヒするとともに評皿の滅果が政斗l病切こ反弾され 
7 行政運営の透「男件の 1切を図るとともに 政府の諸活袖を国民に説明け 

議薫響蕊器轟・マg舞 
筆無線麟与革の緊，性（三かんがみ，遅＜中もこの法律のl, 
鷲翼麟富舞競鶏蹴標としで中央省庁等改革 

本法においては，次のような文化関係の記述が盛り込まれている。 

文部省は，現在の科学技術庁とともに，新たに「教育科学技術省」として再編

されることとなり，機能・政策の在り方の見直しとして「文化行政の機能の充実

を図ること」が掲げられている。 

また，他省の事務との関係では，特に国際文化交流について外務省との連携を

さらに緊密化するとともに，「文化庁がより重要な役割を果たすこと」とされて

いる。 
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第7節 地方の文化行政組織 

今日，全国各地で，地域を見つめ，地域の可能性を発見し，育むことを通

じて特色ある地域文化を生み出し活性化する営みが繰り広げられている。 

このような地域における文化への志向の高まりや草の根レベルの国際文化

交流の進展の中で，地方の文化行政が一層積極的な役割を果たすことが期待

されている。 

地域住民の文化的な要求の増大や多様化は，従来の概念での文化行政の充

実に加えて，幅広く行政ー般での対応を求める動きとなって表れ，地方公共

団体の文化行政組織の一層の充実，文化行政組織相互の連携・協力，文化関

連行政との連絡・協力体制の整備，文化関連行政組織の拡充など，これまで

とは異なった新しい対応が見られるようになってきている。 

近時の行政改革の流れの中で,地方分権については，「地方分権推進委員

会」が平成 8年12月から平成 9年9月までに4次にわたる勧告を出してい

る。そこでは，国と地方の新しい関係を築くべく,機関委任事務の見直しや

国の関与の見直し,市町村の規模に応じた権限移譲等が幅広く盛り込まれて

いる0 

1．文化行政組織 

〔1〕行政組織 

文化庁が設置された昭和43年には，都道府県における芸術文化，文化財

の専管課は，わずかに7課に過ぎなかった。それが，昭和52年までにはす

べての都道府県に専管課が置かれるに至るとともに，その後には，知事部局

においても，文化関連行政を所管する組織が多く設けられるようになってき

ている0 

教育委員会と知事部局に置かれた組織の所掌事務についてみると，文化財  
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保護に関する行政については教育委員会で専属管轄しているケースが多く， 

これを知事部局で担当している例はほとんどみられないが，文化財関係以外

の文化関連行政について知事部局で所管する事例については著しい増加がみ

られる。 

これは・行政が地域における文化的需要の増大と多様化に対応する過程に

おいて,文化的活動が地域住民の日常生活と不可分であるとの認識が深まる

につれて,県民生活や地域環境と関連して，文化的イベントや文化的施設の

設置・管理等を行う必要性等から地域の実情に応じつつ，知事部局において

これに対応することが必要であると考えられたからであろう。 

知事部局で文化関連事業を担当する組織の名称としては，「県民生活部生

活文化課」，「企画部文化振興課」等多様なものが用いられているのもそうし

た事情を反映していると思われる。 

地方分権推進委員会第1次勧告（平成 8年12月）においても，「文化・生涯

学習に関する事務の管理及びその執行については，現行の事務委任，補助執

行の規定（地方自治法第180条の7等）の活用等により,当該地方公共団体の

主体的判断に委ねることとする。」 とされているところでもある。 

なお・市町村においては，政令指定都市などを中心に文化課や文化財保護

課が整備されつつあるが，相当数の市町村では，社会教育を所管する部局で

あわせて文化行政を担当しているのが現状である。 

また，都道府県において宗教法人行政の担当課は，知事部局に世かれてい

るが・ほとんどの都道府県において芸術文化，文化財の所管課とは別の課 

（例えば，総務課，学事課）に世かれている。 

〔2〕担当職員数 

平成 9年 5月現在の地方公共団体の文化行政の担当者数は,表皿10のと

おりである。組織の充実とともに，職員数も近年増加しており，10年前の

昭和63年 5月現在と比較すると，都道府県においては約82％の増加，知事 
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体となった文化事業推進体制が進展していることがうかがわれる。 

表皿-10 都道府県・指定都市の文化行政担当職員数 
（昭和63年，平成9年ともに5月I日現在） 
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部局においては約115％の増加となっている。 

なお，芸術文化関係職員，文化財保護関係職員別に比較すると，I0年前

に比べて芸術文化関係職員は約90%，文化財保護関係職員は約117％の増加

となっている。・ 

(3〕文化振興のための基金等 

地域における文化事業の実施，文化団体への助成事業，文化会館の運営等

に当たる機関として都道府県等の出資により設立された基金等は，42都道

府県で64に及んでいる。また，政令指定都市においても同様な基金等が11 

指定都市に14設遣されている（平成 8年 5 月現在）。 

なお，最近では，都道府県や指定都市のみの出資ではなく，民間からの出

資も加えて設置されるものが多く見られるようになってきており，官民が一 

2．連携協力体制 

文化行政に限らず，相互に関連する行政は，常に密接な連携・協力の下に

行われなくてはならないが，文化行政にあっては，地域社会の生活に密着し

た総合的な行政を展開する必要性が高まってきているので，このことは特に

重要である。 

〔 1〕国と地方公共団体との連携 

文化庁が実施する各種の文化事業や調査研究が，地方公共団体の積極的な

協力によって支えられていることは言うまでもない。文化庁では，各種の文

化・文化関連行政の担当者会議等を開催するとともに，文化行政等に関する

指導・助言，地方公共団体の文化事業への補助金の支出，地方公共団体の職

員を対象とした各種の研修会，講習会等を通して地方公共団体との円滑な連

携・協力体制の形成に努めている。 

地方分権推進委員会の勧告を受けて策定された地方分権推進計画（平成 

10年 5 月29日閣議決定）においては，国と地方公共団体との役割分担の在

り方を定めるとともに，匡に地方公共団体の新しい関係を構築するため，機

関委任事務制度の廃止とこれに伴う新たな事務の区分，権限委譲の推進等各

般の制度の改革を推進することとしている。これを受け，文化庁では，開発

行為を行う事業者への発掘調査の指示等を都道府県の自治事務とするととも

に，史跡・名勝・天然記念物の軽微な現状変更等の許可等についてはすべて

の市へ委譲する等所要の法令改正を行うこととしている。 

(2〕教育委員会と首長部局との連携 

文化に関する行政は，教育委員会が管理・執行することとなっている（地

方自治法第I So 条の 8 ）が，とりわけ地域文化の振興は，地域社会の諸分野 
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にわたって，行政全体として対応すべき問題でもある。首長部局で担当する

文化関連行政が増大しつつある現状においては,地域文化の振興を総合的に

促進するためにも，教育委員会と首長部局とが連携して文化関係の施策を推

進していくことが必要となっている。 

実体的にも，都道府県のレベルでは，こうした連携をとる方法として教育

委員会と知事部局の職員で構成する連絡調整の機関を設置するようになって

おり，また，市町村のレベルでも政令指定都市を中心としてそのような動き

がみられる。 

さらに連絡調整機関の名称やその構成メンバー及び調整の対象とする事項

については各地方自治体において様々であるが,「文化行政推進調整会議」， 

「文化振興連絡会議」などの名称の下に，関係課長等で構成し，ときには首

長自らが参加している例も少なくない。 

〔3〕都道府県と市町村の連携 

市町村の中心的な役割は，その地域に密着し，地域の特性を生かした独自

の文化活動や地域住民に直接的にかかわる文化活動の振興を図ることであ

り，都道府県の中心的な役割は，より広域的な文化活動の振興，広域的な文

化施設の整備，市町村に対する指導・助言,援助及び連絡調整であると言え 

よう。 

都道府県と市町村が共同し，協力しつつ実施しなければ実効性の上がらな

い事業が多く，効果的に文化行政を推進するためには，両者が密接に連携す

ることが必要である。 

なお，都道府県と市町村との連携の効果を上げるためには，都道府県レベ

ルでの教育委員会と知事部局が連携を密にし，十分に連絡調整を図った上で， 

市町村との連携を進めること,地域文化の振興に関する都道府県と市町村の

役割分担を明確にした上で連携を進めることなどが必要であろう。 

また，都道府県と市町村の間においても，(1〕で述べた，国と都道府県 

第 I 章 文化行政組織 

との関係の理念が当てはまるものであり，従来の集権的な行政システムを改

め・都道府県と市町村が新たな関係を形成し，自律と責任を確保できる条件

整備が必要であると考えられる。 



第 2章 

文化行政と予算等 

第1節 文化庁予算 

1．文化庁の予算 

文化庁が発足した昭和43年度の予算は，それまでの文部省文化局関係予

算と文化財保護委員会関係予算を一本化したもので, 総額49億5993万円で

あったが,その後文化財保護法の画期的な改正や芸術文化の振興施策の充実， 

国立文化施設の整備等により，その増額が図られてきた。10年後の昭和53 

年度予算は334億564万円で，昭和43年度の6.7倍という高い伸ひ率を示した。 

その後，昭和55年度までは増加し，400億2453万円に達したが，国立文化

施設の整備が一段落したことや厳しい財政事情もあって，大幅な伸びを見な

いまま推移してきた。20年後の昭和63年度予算は378億2318万円で，昭和 

43年度の7.6倍となっているものの，昭和53年度に比べると1.1倍にとどまっ

ている。しかしながら，近年，国民の文化への強い関心の高まりなどを踏ま

え，芸術文化の振興の充実，文化財の保存整備・活用など文化庁予算は大幅

な伸びを示してきている。特に，平成 6 年度から平成 9 年度まで毎年10% 

を超える高い伸び率となっている。昭和43年度の文化庁発足当初から30年

間における文化庁予算の推移は表皿11及び図皿2のとおりである。 

平成10年度文化庁予算（図皿・3）は, 国立文化施設のうち，東京国立博物

館平成館や国立西洋美術館企画展示館などの施設整備が完了したことに伴

い，対前年度比Ll％減の総額818億8751万円となっており, 文部省一般会 
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表皿-11 国の一般会計，文部省及び文化庁予算の伸び 
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計5,ロ908億9908万円の1.4%，国のー般会計77兆6691億7909万円の0・1% 

に当たり，昭和43年度の16.5倍となっている。 

文化庁予算の重点事項について，最近の傾向を概観すると，次のようにな

っている0 

〔1〕芸術文化の振興 

(1〉芸術創造活動等の推進 

21世紀の文化立国実現を目指し,芸術創造活動への支援の抜本的充実を

図るため，平成S年度に，従来の支援施策を発展的に再構築して，新しい芸

術支援システム 「アーツプラン21」を創設した。「アーツプラン21」は・① 

芸術創造特別支援事業（オーケストラ,オペラ，バレェ，演劇など我が国舞

台芸術の水準を高めるため，その牽引力となることカ湖待される芸術団体へ

の重点的支援），②国際芸術交流推進事業（海外フエステイバル参加等の海外

公演や，わが国で行われる国際フェステイバルへの支援），③芸術創造基盤

整備事業（若手芸術家の養成研修，芸術活動の調査研究などのソフト基盤整

備への支援），④舞台芸術振興事業（日本芸術文化振興会に対する補助金に

よる舞台芸術の水準向上に資する優れた公演への支援）の4事業から成って

いる。平成10年度は，よりー層の拡充を図ることとして，42億828万円を

計上している（73頁表11-3を参照）。 

芸術祭は，芸術家に意欲的な公演発表の機会を提供するとともに，広く一 
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般に優れた芸術作品を鑑賞

する機会を提供し，もって

芸術の創造・発展を図るた

め，昭和21年以来毎年秋

に実施している。平成8年

度からは，新たに大阪参加

公演を実施し参加の機会を

拡大するとともに,放送部

門（テレビ，ラジオ）の復

活を図った。さらにアジア

近隣諸国から芸術家を招へ

いし，我が国の芸術家，芸

術団体との共演を行う「ア 

ジア・アート・フエスティバル」などを開催している。平成10年度におい 

ては，これらの事業を実施するため,1億8155万円を計上している。 

また，我が国の若手芸術家の海外及び国内における研修機会を提供するこ

とにより，次代を担う創造性豊かな芸術家の養成を推進するほか，海外から 
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も若手芸術家を招へいして研修を行い，相互の芸術水準の向上と国際交流を

図る「芸術フエローシップ」を実施するため,6億4464万円を計上している。 

映画芸術については，東京国立近代美術館フイルムセンターを映画芸術振

興の拠点としてその整備を図り，映画フィルム等の収集，保存，活用を図る

ほか・映画製作専門家の養成講座，海外映画祭への出品支援等を実施してい

る。また・「優秀映画作品賞」の授与や,優れた映画の上映を支援する事業

を実施している。さらに，平成10年度からはシナリオコンクールを実施し

映画芸術の一層の振興を図っている。平成10年度においては，これらに要

する経費として6億2771万円を計上している。 

一方，近年の技術の進展に伴い，コンピュータグラフィックス，アニメー 

ション等のメディア芸術は，新しい芸術の創造や我が国の芸術文化全体の活 

性化を促す牽引力として，その振興が緊急の課題となっている。このため， 

平成 9年度から「メディア芸術祭」を実施し，さらに平成10年度は，イン 

ターネットを活用したメディア芸術作品の紹介，作品発表の場の提供等を行

う「メディア芸術プラザ」を実施するなどメディア芸術の振興を図っており， 
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これらの経費として3618万円を計上している。 

<2〉新国立劇場の整備推進 

オベラ，バレェ，現代舞踊，演劇等の我が国現代舞台芸術の拠点となる新

国立劇場は，昭和41年，国立劇場法の成立以来，基本構想の取りまとめ， 

建設用地の決定,国際コンぺの実施，平成4年8月の工事着手，平成9年2 

月の竣工と設置の準備が進められ，同年10月に開場した。 

この間，平成元年には国立劇場法力致正され，特殊法人日本芸術文化振興

会が新国立劇場の設置主体となり，平成 5年には新国立劇場の管理連営等を

行うことを目的とした（財）第二国立劇場運営財団（現（財）新国立劇場運営

財団）が設立された。また，関係者の協力を得て，劇場周辺街区ー帯が文化

街区としてー体的に整備されることとなった。 

平成10年度は，新国立劇場の維持管理，公演及び研修事業の実施，現代

舞台情報システムの構築等を行うための経費として，53億5028万円を計上

している0 

<3〉地域文化の振興 

地域文化の個性豊かな発展を支援するため，平成8年度から地域の特色あ

る文化遺産等を生かした文化振興の拠点づくりと，芸術文化活動の活性化の

ための先導的なソフト支援を行う「文化のまちづくり事業」を，また，平成 

9年度からは国内外の芸術家がある地域に一定期間滞在して，創作活動や地

域との交流等を行う 「アーティスト・イン・レジデンス事業」を実施するこ

ととし，そのための必要な経費として8億2845万円を計上している。 

また，優れた芸術鑑賞の機会を確保し，成長期にある児童や次代を担う青

少年の情操のかん養と健全な育成を図るため,音楽，演劇,舞踊等の優れた

舞台芸術を年齢層にあわせて派遣する「こども芸術劇場」及び「青少年芸術

劇場」を実施している。また，全国各地域において，我が国の優れた舞台芸  

術を鑑賞しうる機会を確保し，あわせて地域の芸術文化活動の水準向上に

資するため，最高水準の舞台芸術の派遣等による 「移動芸術祭」を開催す

るに必要な経費として7億3789万円を計上している。 

さらに,国民の文化活動への参加の機運を醸成し，文化活動の振興を図

るため,広く国民（アマチュア）が行っている各種の文化活動を，全国的な

規模で発表する場である「国民文化祭」と，高校生の芸術文化活動の全国

的な発表の場である「全国高等学校総合文化祭」の開催に必要な経費とし

て2億4130万円を計上している。 

平成 9年度からは，従来の「中学校芸術鑑賞教室」を発展的に改組・拡

充し，「舞台芸術ふれあい教室」として実施している。これは，小学校，中

学校及び高等学校の学校教育現場において，子どもたちが優れた芸術に直

接触れ，共に参加する機会を提供することにより，豊かな感性や生きる力

を育もうとするものである。この事業を実施するために必要な経費として 

3億4697万円を計上している。 

<4〉国立美術館整備運営等 

国立西洋美術館の新しい展示施設については，平成 5年度補正予算で建

設が始まり，平成9年11月竣工し，平成10年9月開館した。 

国立国際美術館は，平成10年度から計画的に大阪市中之島へ移転・新営

することとしており，平成10年度は初年度として8億2047万円を計上して

いる0 

新しい国立美術展示施設（ナショナル・ギャラリー（仮称））については， 

平成元年度から 「新しい美術展示施設等総合文化施設の在り方に関する調

査研究」を実施しており，平成7年度からは基本構想，基本計画の策定等

を行っている。平成10年度はこれまでの調査研究を踏まえ，環境アセスメ

ントなどの具体的な検討を行うため4044万円を計上している。 
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〔2〕文化財保護の充実 

く1〉国宝・重要文化財等の保存事業の促進等 

国宝・重要文化財に指定された建造物，美術工芸品や重要伝統的建造物群

保存地区，登録有形文化財（建造物）について，社寺等が所有するものの保存

修理に対し助成を行っている。また，平成7年1月17日に発生した阪神・

淡路大震災は文化財に大きな被害をもたらしたが，被災建造物の復旧を計画

的に行ってきている。さらに，防災事業等に対する補助及び国有文化財の保

存修理等を行うとともに,散逸等の恐れのある国宝・重要文化財等の買上げ

を行うほか，これらの保存・活用を図るための経費として平成10年度は， 

総額119億6643万円を計上している。 

く2〉史跡等の整備・活用 

都市化の進展，開発等に伴い，埋蔵文化財の発掘件数が急激に増大してい

るため，発掘調査等に対する補助の充実を図るとともに，発掘調査等の拠点

となる埋蔵文化財センター建設に対する補助を行っている。なお，阪神・淡

路大震災の復旧・復興事業に伴う発掘調査についても所要の補助を行ってい

る。また，史跡等の保存を適切に進めるため，地方公共団体が行う史跡等の

買上げや，古墳，城跡，集落跡，古庭園等を整備し活用するために，ふるさ

と歴史の広場や歴史ロマン再生事業など管理団体等が行う史跡整備事業に対

する補助を行っている。さらに，平城宮跡及び飛鳥・藤原宮跡等の国による

買上げ及び第一次大極殿正殿復元に伴う実施設計や，絶滅の危機にある天然

記念物の緊急保護対策及び天然記念物食害対策の経費などもあわせて平成10 

年度は，総額243億1296万円を計上している。なお,平成 5年度から進めて

きた平城宮跡の朱雀門の復元については既に工事が完了し，平成10年 4月

から一般公開を行っている。 

<3〉伝統芸能等の伝承 

無形文化財，文化財保存技術の後継者養成等の事業に対する助成,並びに

民俗文化財の保存伝承の充実を図るための伝承教室,発表会等の事業や，調

査・修理・防災，文化財保存施設建設事業に対する補助を行う。また,文化

庁が直接行う無形文化財，民俗文化財及び文化財保存技術の記録作成，文化

財修理技術者等の国内研修の実施に必要な経費など，あわせて10億9997万

円を計上している。 

さらに，伝統芸能の公開，資料の収集活用，伝承者養成等の事業を行って

いる特殊法人日本芸術文化振興会の管理運営費及び伝承者養成事業費等に対

し必要な補助及び出資を行う経費として，平成10年度は，61億6251万円を

計上している。 

<4〉国立博物館整備運営等 

国立博物館・文化財研究所の充実を図るため，平成 5年度補正予算におい

て建設の始まった東京国立博物館平成館（平成10年度末竣工，平成11年10 

月開館予定），法隆寺宝物館（平成10年度末竣工，平成11年10月開館予定） 

及び奈良国立博物館第二新館（平成10年度末竣工，平成10年4月開館）の

ほか，京都国立博物館においては，百年記念館（仮称）等新営に伴う埋蔵文

化財調査を平成10年度から開始する。東京国立文化財研究所においては平

成7年度より庁舎新営（5か年計画，平成11年度竣工予定）を行っており，こ

れらの運営費と施設費をあわせて，総額81億694万円を計上している。 

また・九州国立博物館（仮称）については，平成元年度から 「博物館等整

備運営の研究」を実施しており，平成8年度以降は，「九州国立博物館（仮称） 

設置調査等」を実施している。平成10年度は「九州国立博物館（仮称）基

本計画」の策定及び「環境に配慮した敷地造成に係る調査研究」を実施中で

あり,これら必要な経費として4949万円を計上している。 

さらに，国の重要無形文化財である組踊を中心とする沖縄の伝統芸能の振 
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興の拠点となる国立組踊劇場（仮称）については，平成10年度に設立準備の

ために必要な経費として,1282万円を計上している。なお，建設のための

基本設計料については，沖縄開発庁に8106万円が計上されている。 

第 2章 文化行政と予算等 

第7節 文化関係の税Pt-'It 

1．税制 

文化の担い手，主人公は国民であり，その意味で文化の振興を図るために

は，税制上の優遇措置を含めて，民間の活力を十分に生かすことが必要であ

る。我が国においては，芸術文化活動に要する財源の確保は，主として芸術

家や芸術文化団体自身にゆだねられている場合が多いが，特にオーケストラ， 

オペラ，バレェ，演劇などの舞台芸術においては,入場料等自己収入のみで

は必要とする経費のすべてを確保することが困難な場合が多く，国，地方公

共団体の助成及び企業，財団等の支援によって支えられているのが現状であ

る。近年，民間の芸術文化活動への支援活動がますます盛んになってきてお

り，このような動きのより一層の促進を図るため，税制上の優遇措置の活用

を図り，民問の活力を十分生かすための施策の推進を図ることが必要である。 

また，文化財の保護に関しては，文化財の国有化及び公有化の促進，保存

と活用の推進等を図る観点から，譲渡所得に対する税の減免，相続税の軽減

等の措置を講じている（表皿12参照）。 

さらに，平成10年に制定された「美術品の美術館における公開の促進に

関する法律」により，租税特別措置法が一部改正され,登録美術品に係る相

続税について物納の特例措置が設けられた（112頁参照）。 

文化に関する税制上の優遇措置は表皿13のようなものがある。 
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表皿司2 文化財保護にかかる現行税制の概要 
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（注）地価税については，制度全体の見直しにより平成10年度以降非課税とされている。  
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表皿-13 文化関係の税制 

①虜術文化の振興と文化財の保護に共通する制度 
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公
益
増
進
法
人
と
な
る
こ
と
が
で
 

き
る
。
 

露
舞
 

一 

一 一 

 

「芸術の普及向上または文化財の保蹴を
主たる目日りとする法人で文部大臣の認定を

相続税の 受けたも0刀【こ対する相続財産等の寄付に
非課税 っいては相続税は課されない。 

「日本芸術文化振興会」に対する寄付も, 
同様。 曹舞  

協蕪雄 ~平成10 

昭和52年4月～ 

年12月～ 

登
録
菱
術
品
を
相
続
し
た
場
合
に
お
い
て
，
相
 

続
税
の
金
銭
に
よ
る
納
付
が
困
難
参
と
き
は
．
通
 

の
”●
一
・
 
 

「
鷲
 

常
の
美
術
品
と
は
異
参
り
，
物
納
の
優
先
順
位
ガ
・
 

国
価
ゃ
不
動
産
等
と

I司
等
の
第

1 位
と
な
る
。
 

「
重
要
文
化
財
の
修
理
及
び
防
災
施
設
の
設
圏
 

の
費
用
に
充
て
る
た
め
に
公
益
法
人
が
募
染
す
る
 

寄
付
金
」
が
大
風
大
臣
の
個
別
の
指
月

1を
受
け
て
 

指
定
寄
付
金
と
む
り
得
る
。
 

「
ー
定
の
公
演
・
展
示
及
び
稽
古
場
の
］
畠
設
費
 

轟
  
用
に
充
て
る
た
め
に
公
益
法
人
が
寡
集
す
る
寄
付
 

金
」
が
大
鳳
大
臣

0訓
園
別
の
指
定
を
受
け
て
指
定
 

寄
付
金
と
む
り
得
る
．
 

激鶴繋襲賓 昭和40年4月～ 

税〕 

個人の寄付金が所得 

総める（所号驚 
平成元年4月～ 

「芸術の普及向上に関する業務（助成金
の支給に限る）」 または「文化財の保存及 

' 	’ 一 、 

び活用に関する業務（助成金の支給に限
認定特定 る）」 を行うことを日的とする公益侶託が
公益信託 文部大臣の証明及び認定を受けて認定特定 

、 	’ 

公益信託と馨ることができる。 

瑚3
6
2

年1
0
月
～
 

昭1
0
6
3

年1
0
月
～
 麟

  
文
化
功
労
者
年
金
，
日
本
芸
術
院
か
ら
恩
賜
賞
 

又
は
日
本
芸
術
院
貧
と
し
て
交
付
さ
れ
る
金
品
．
 

芸
術
に
闘
す
る
宴
自
著
な
貫
献
を
表
彫
す
る
特
定
の
 

賞
金
に
っ
い
て
，
受
賞
者
の
所
得
税
が
非
課
税
と
 

驚
り

・
 

な
る
。
 

編麟一．ゾ 
二、」 	え． 	一 	「 	、 
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の優遇措置 

篇篇ーr17 一ー一内 	． 	容 	二 	「鷺 喜h；摘用年1鷲 

麟
  

	 個人が，重要文化財として指定された動 
産または建物を，平成14年12月31日まて二

に，国・地方公共団体に眼渡した場合・認
渡所得に所得税が課され甘い。 

蕪
篇
驚
 

」得
」受
（非
d
葉
 

一
鷲
 

 

‘
り
税
平
」
課一

断

網

m

』
一
 

昭和47年4月 
-31'成14年12 
月（地方公共
団体（こっいて
は昭和50年～) 

平成 5年1月～ 

平成14年12月 麟
  麟
  

個人が，未指足有形文化財のうち，重要‘ 
文化財と同等の価価があるものと認められ二
るもの及び重要有形民俗文化財を平成14i 
年12月L.' I日までに国に譲渡した場合，譲 I 
渡所得の2分の功り空除される。 	 l 

重要文化財として建物とともに指定され i 
た王地及び史跡名勝天然記念物として指定 I 
gi三元王地Iを国または地方公共団体等に譲~ 

渡した場合．2,000万円の特別控除または 
"'“ュfぎ”屋、Aれる, 難鷺 昭和45年4月～ 

平成14年12月 

相
続
読
畿
 

軽
灘
 

「
議
灘
麟
 
言
舞
譲
鷺
璽
警
 

重要文化財として指定された民疎及びそ~ 
の敷地のうち，所有者の居住の用に供され
ているものの相続税（こっいて相観財産評価
額を軽減している。 難難 醐]60年1月～ 

璽要文化財，霊要有形民俗文化財，史跡， 
名勝もしくは天然記念物等または地方公共
団体が指定した文化財にかかるー定0）土地
等または伝枕的贈造物群保存」lり区内の区」駅
内のー定の土地等にっいては地価税が課さ
れない。 響響 平成4年1月～ 

非課税とされる文化財に準ずるもののう
ち保存及び活用を図るべきー定の文化財に
かかる土地等にっいては，課税価格に算入
する金額が減額される。 

‘課税価格に算入する 
金額が土地等の価格の 

2分の1に軽減される。プ 

登録有形文化財に豊録された建造物にか
かる土地等にっいては．課税価格に算入す
る金額が減額される。 

」．ー課税価格に算大する 
I金額が土地等の価梅の 
豆発中1（こ軽減ざれる。J 

平成9年1月～ 

鰍要文化財，霊要有形民俗文化財，史跡
名勝天然記念物として指定され，もしくは
重要美術品とレて認定された球屋またはそ
の敷地にっいては‘固定資産税, 特別土地

保有税，都市計画税が課されむい。 驚麟 ‘昭和25年4月～ 

’平成元年 1 月～ 	麟鷺 
霊要伝統I的建造物群保存地区内の伝統的

；廻造物（風俗営業に使用されるものを除 
・く．）で，文部大臣が告示するものにっいて

は，固定資産税，都市計画税が課されない． 

町 	霜要伝統白9」露造物群保存地区内の伝統的 
建造物である寧腿の散地にっいては．固定
資産税の税絹の2分の1以内を適宜軽減する
ことが適当である。また，伝統的建造物以
外の建築物等の敷地にっいても税額を適宜 

A 軽減することが週当である。（自治省通逮） 

難
薄
）サ
じ

J内
ー
 

瀞
  

f 平成10年 1 月～ 

ザ 登銀有形文化財である球屋にっいては， 
一税額の2分の1以内を適宜軽減することが

適当である。（自治省通達） 

＼市町村の妻情（こ碇了
じ，税額の2分の1以 

内費適宜軽w二一・ 

一 
平成9年1月～ 

第 3節 地方公共団体の文化予算  

1 ．地方公共団体の文化予算 

「文化の時代」「地方の時代」を反映して，地方公共団体の文化振興に果

たす役割は一層重要になってきており，地方の文化関係事業の増加，文化関

係組織の拡充と並行して，地方公共団体の文化関係予算は着実に伸びてきた。 

しかし，バブル崩壊後の景気低迷が続く中で，平成 5 年をピークに減少に

転じている。それでも，平成 8年における都道府県・市町村の文化経費は約 

8483億円であり，平成元年と比べると約1.8倍となっている（表皿14参照）。 

文化経費を「芸術文化経費」と 「文化財保護経費」とに分けてみると，芸

術文化経費（表皿14（①》が平成 5年をピークに減少に転じているのに対して， 

文化財保護経費（表ル14②）は，大きな伸び率は見られないものの，比較的

安定した推移を見せている。 

表皿・14 都道府県，市町村の文化経費の推移 
	

（単位：億円） 

平成元年一 .一 2年 	・ 3年 ，.4年 

合 	t 4,826 5,597 6,994 8,215 9,553 8,785 8,112 8,483 
都道府県 1,363 1,660 2,041 2,523 2,587 2,431 1,998 2,132 
市町 j 3,463 3,937 4,953 5,692 6,966 6,354 6,114 6,351 

①うち芸術文化経費の推移 

vら一了’平成元年 ‘2年 	．L3年 4年 5年 6年 ‘？年了’'8年 

合三 	計』 3,965 4,712 5,713 6,971 8,175 7,443 6,671 7,089 

都道府県 1,050 1,392 1,620 2,098 2,085 1,915 1,432 1,517 
市町 4J ニ 2,915 3,320 4,093 4,873 6,090 5,528 5,239 5,572 

②うち文化財保護経費の推移 

一‘平成元年 2年 	・ 三 3年“ 4年・ ‘ 5年 ・6年二h“・， 7年一ミgし 8年 	, 

合二“計 

都道府県 313 268 421 425 502 516 566 615 

市町 4i1 548 617 860 819 876 826 875 779 

文化庁「地方文化行政状況調査報告書」による 
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表皿-15 地方交付税（単位資用）における文化関係経費 
	

（平成10年度） 

経費区分と題病容 篇裏経費 

道
府
県
分
 

文
化
財
保
護
費
 

給与費

報酬I 

賃金・報償費・旅費 

需用費 

負担金，補助及ひ交付金 

課長1人．職員22人 

文化財保譲審議会委員細（委員長1人，委員1玖) 
	 文化財保護指導委員手当 

講師謝礼等 

維持管理に要する経費等

文化財保醐関係補助金 

168,840 
965 

3,393 
 	10.472 

'10,000 

 	193,670 

博
物
館
資
 

給与費 

報酬 

旅費 

需用費・委託料等 

備品贈入費 

使用料及び手数料 

館長1人，職員11人 

博物館協緩会委員報酬（委目長1人，委員13人） 

博物館協議会委員等 

特別普及活動，特別展開催等 

収蔵品鯛入費 

施設使用料 

 	59,660 

95,140 
2日6 
507 

31.688 

- 10,104 

177,177 

地
域
文
化
・
ス
ポー
ッ
振
興
、
交
皿符
策

費
 

給与費 

需用費等 

職員7人 

（地」或文化振興） 
・地」或文化シンボ三ソウム, 調査研究亭業 
・郷土芸能等伝承事業 
・文化功労頭彰事業 
・文化・芸術講座．美術展，地」或音楽会 

（地域スポーッ振興） 
・各覆スポーッ・レクリエーションの普及 
・スボーックラプ・スポーッリーダー青成 

（地域間交流対策） 
・姉妹都市（国内）交流助成 

・「ふるさと会園制度」等による都市・農
村交流助成 

48,890 

254,100 302,990 

673837 
豊
＼

一
『
 

市
町
村
分
 
、

『
二
薫
 

曹
英
？
教
育
費
 

報酬 Jジーン戸… 	」’“り 

給与費 

*郵．Fー二ー一ーーー一ーーー 

需要費等 

負担金．了補助及ひ交付金

報酬・達g償費等 

4 令聖奇委員球“g 一二り‘L い’ " 	" ’昇せ‘'‘ら二 

撃量1}.ー堅員14Xーーーーーい一ーーーー 
講師旅費豊二ーーーー二ーーーーーー一．ーーー 
	文化財圏係り芸術公演事業等 

~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ●● 	  ー 一 ~ ~ ~ ー ー ー ~ ~ 

刻顧標証顧睡，文化団体覇成質補筋金馴 

学校週5日制閲係 	ご‘ 	・プ 	‘ 

"’生 1,973 
107,470 

300  

ーg917 
1,550 

、r3,724 

『
馴
 
っ
」
二
 

 

、
 

3
、
 
 

『
 

9
I
 
 

地
域
文
化

ス
ポ
→

振
興
ハ
交
舞対
策
費
 

費
費
 

給
需
 

二
 

こ
 J、
、
・
ら
 
与

、J
 
 

与
用
 

【
 
 

／
 

、
 

・
 
「

／
  

.
 

．
 

・
 「
 
 

ー
 

一
 
‘
 

 

J
 

．己
  

「
，
 
 

子
・
 

職員3.人 

（地威文化振興,,…口 	γ．L ＝ン了ー二 

・地域文・化シンポジウム，』円資研究夢業 
‘郷土芸能等伝承事業 	‘ 	、 
・文化功労顕彰事業 
・文化・芸術講座，美術展，地域音楽会 

叫博3ポーッ振興） 	』 	― 

'1多醜スポーッ’レクリエ‘ションの普及 
’り名爽でックラフスポ一ニッリーダー斉成 

（地慈鳳交流対笹）, 	. 	J 	二 
’航鯵賀市（国内）交流、 	 一 

・」ふるさと会尚帯り度」等による都市・農 
'“村交流 

19,220  

	

、 	、 

27,380 
． 	・ 

	

',” 	に 

‘ 	・一 	・ 

" 

’、1 

46,600 

ン．。 
， 	」 

二‘ 

7
0
 

に
J
 

『
 

？
  

8
4
 

 
（注）市町村分の文化関係行政経費は，社会教育費の中に含まれ区分できないため，引： 

会教育費の全額を掲職した。 

平成元年と平成 8年とを比較すると，芸術文化経費は，都道府県で約lA 

倍, 市町村で約1.9倍，文化財保護経費は，都道府県で約2.0倍・市町村で約 

1.4倍となっている。 

なお，自治省が全都道府県及び指定都市に対して実施した「地域政策の動

向」によれば，「平成 8年度に重点的に取り組むこととしている施策及び近

い将来（ 3 年以内程度）に重点的に取り組みたいと考えている施策は何か」 

という問いに対し，社会福祉の充実（76.2%)，生活基盤の整備（59・3%）・産

業の振興（57.6%）に次いで，教育・文化・スポーツ・レクリエーション対策 

が第 4 位（25.4%）となっており, 教育・文化・スポーツ・レクリエーション

対策に重点的に取り組もうとする都道府県・指定都市が全体の 4 分の1とな 

っていることが明らかにされている。 

2．地方交1掃l 
地方交付税制度の目的は，地方公共団体の自主性を損なわずにその財源の 

均衡を図り，交付基準の設定を通じて地方行政の計画的な運営を保障するこ

とにより, 地方自治の本旨の実現に資するとともに，地方団体の独立性を強

化することである。運営の基本としては，地方交付税の総額を財源不足団体

に対し公平に交付するとともに，交付に当たっては地方自治の本旨を尊重し・ 

条件を付け，またはその使途を制限してはならないとされている。 

地方交付税の総額は，①所得税，法人税，酒税の32%, ②消費税（譲与税 

分を除く）の29.5%, ③たばこ税の25％である。また，地方交付税には, 財

源不足団体に対し交付する普通交付税（交付税総額の94%）と，普通交付税

で補足されない特別の財政需要に対して交付する特別交付税（交付税総額の 

6%）の 2種類がある。 

地方交付税（単位費用）における文化関係経費は，表正15の通りである。 
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第3章 

文化の国際交流 

第1節 文化の国際交流の意義 

1 ．文化交流の流れ 

我が国は，古来より海外の文化を吸収しつつ独自の文化を形成してきてお 

り，海外との文化交流が各時代の文化を特徴づIナるとともに・我が国の文化

の発展の大きな原動力となってきたと言える。しかしながら,その交流の在

り方は，海外の先進的な文化の吸収を急ぐあまり・我が国の文化を海外に紹

介するなどの努力は必ずしも」ー分とは言えず，相互交流とは言い難いものが 

あったと言うことができる。 

明治維新以降においても，我が国は，欧米諸国の文化を積極的にとり入れ・ 

近代化．工業化を推進し，西欧化を図ることによって・高度工業化社会を形

成したが，欧米諸国の知識や技術の導入の努力に比ベ・諸外国に対する総合

的な理解や，我が国に対する諸外国の理解を深めるための努力は・少なかっ 

たと言わざるを得ないであろう。 

2．文化交流の在り方 

国際化の進展に伴い，文化活動は国際的な広がりをもつとともに・常に国 

内外の評価にさらされるようになっており，芸術文化の水準向上のためには

国際的な交流がますます重要となっている。また・国際社会の一員として・

人類共通の財産としての文イヒ財 0）保護に対する協力など文イヒによる国際貢献 

も，今や不可欠なものとなっている。 

また，文化は，一国の国民共通の拠りどころとして重要な意義をもち，個

性ある文化や歴史はその国の「顔」であり,国際的な文化交流は，対外的な

自己主張であるとともに，相互理解の促進や友好親善の増進に大きく寄与す

るものであることから，国際社会の中で，優れた文化を育て世界に発信して

いくことは各国の重要な施策となっている。 

したがって，背景にある考え方も含め，文化の発信・受信という双方向の

文化交流が必要であるとともに，積極的に文化による国際協カを行い，世界

文化の発展に貢献していくことが必要である。また，国際的な文化活動を幅

広く支援するとともに，創造的で豊かな文化の振興を図っていく必要がある。 

そのため，文イヒグ）国際交流の拠点としての機能を充実強化し，優れた芸術

創造活動や世界に誇るべき文化財などを海外に一層積極的に発信するととも

に，我が国で開催される国際フエスティバルへの支援や人類共通の貴重な財

産である文化遺産の保存・修復への協力など国際的な文化交流や文化による

国際貢献を行う必要があり,平成10年 3月に策定された「文化振興マスタ 

ープラン」においては，以下のような施策の充実が求められている。 

①芸術家や芸術団体の相互交流の機会の充実 

②映画芸術の交流 

③伝統文化の国際交流の推進 

④博物館・美術館・文化財研究所の相互交流の促進 

⑤文化財保護に関する国際協力の推進 

⑥内外の日本語や日本文化の学習者等への支援 

なお，文化交流の推進においては，外務省，国際交流基金をはじめとする

関係省庁・諸機関，地方公共団体及び民間の連携協力が重要である。 

．文化交流の現状 

明治以降の我が国の文化交流は，いわゆる入超の傾向が見られたが，相互 



〔 3 〕映画 

映画については，平成 8年に我が国で

封切られた洋画は325本であり，輸入先

の国別では，アメリカが約55％で最も

多く，以下，フランスが約15%，イギ

リスが約10%，香港が約 0 ％となって

いる（表皿・17)0 

〔 4 〕人物交流 

平成 8年に入国した外国人（短期滞在） 

は約300万人で，10年前のほぼ 2 倍とな

っており，そのうち，文化・学術活動を

目的とする者は約 8万人で，10年前の

ほぼ3倍となっている（表皿-18)。 また， 

平成 8 年に出国した日本人は，約1700 

万人で，10年前のおよそ 3 倍となって

いる（表皿19)。 

表皿-18 新規入国外国人（短期滞在）の入国目的 （単位：千人） 

表]R -17 
新作長編映画の国別封切本数 

平成8年 里成3年 

アメリ力 .178 環 246 
フランス 48 誠誉51 
イギリス 32 き議27 
香港、 15 麟I翼（昼 

イタリア 11 鷺灘観． 

ご中国 	、 4 ,
 

『
」一
か
 

ぎ
・
 台湾，ー 4 i離鍵 :5 

スペイン‘ 4 幾鷺 3 
オーストラリア 3 I」難散5 

力ナダ 3 ,"！」4 
ドイッ 2 さに 4 

デンマーク 2 ン．IB 
アイルランド 2 ' 	] 	1 

ポーランド 2 ' 	5 
チエコ 2 宝敏4 
ギリシャ 2 ,:, 	0 
その他 ・’57 

計 325 鱗467 
時事映画通信社「映‘i年鑑」より 

189 

第m部 文化行政の推進 第 3章 文化の国際交流 
188 

理解のためには，我が国文化を積極的に海外に紹介・発信することも必要であ

る。また，交流の対象国，分野をさらに拡大することも大切であると思われる。 

また，情報化の進展に伴い，高度な情報通信技術を利用した交流など・多

様な手段を通じた情報の提供・発信が求められている。 

〔 1〕舞台芸術 

海外にお lナる日本の演劇，舞踊，オペラ等の舞台芸術の公演は・平成 7 年 

には64件であり，平成 9 年には113件であった。また，諸外国の舞台芸術の

我が国における公演数は，平成 7 年には129件であり，平成 9 年には・ 159 

件であった。依然として入超の傾向にあるが，舞台芸術の交流は今後とも活 

発化すると思われる（表 ifi -16)0 

〔2 〕展覧会 

平成 9 年度に文化庁及び国際交流基金の主催による海外における我が国の

美術展覧会は， 4 件開催されている。また，国内で開催された海外の美術展 

覧会で，国立の美術館・博物館が主催したものは 6 件，文化庁が後援したも 

のは61件であった。 

近年，諸外国からの日本の美術展覧会の開催希望は増えており，このよう 

な関心の高まりに適切に対応していくことが必要である。 

の交流の状況 

年 	度 演 劇 バレエ オペラ ダンス その他 計 

海外公演 
平成7年 

ジ」臓9焦と 
2
9船
 

癌
  

3 
g論‘0 

1 
ぐ雄柳 

24  
二尋39 

7  
与、ュ1Q 

64 
簾 113 

来日公演 
平成7年

低f成9年 

58 
、：シち5 

15  
．に 24 

7 
、二・Flo ミ与51 

40  	 9 
"‘・」．19 

129  
159 

共同製作 
平成7年 

玉峨§牟か 

33 
て玉§§ 

6 
．’・り 11 

6 
‘二 .、10 
	10

・
20 

1 
苫三〒二テ 

一
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】
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5
一
一
8
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1

【
 
 

●

｛
 
こ
 

国際舞台芸術交流センター「舞台芸術交流年鍛」より 

昭和61年 平成3年 平成8年 
総数 ” 1,553 a98o 3,185 
うち観光 946 (60.9%) 1,845 (61.9%) 1,838 (57.7%) 
文化・学術活動 26 (1.7%) 76 (2.6%) 78 (2.4%) 

法務省「lb入国管理統計年報」より 

表皿-19 出国日本人の渡航目的 	 （単位：千人） 

昭和61年 平成3年 ~ 	平成S年 
総数 5,516 10.634 」 ~ 16,695 

ー工うち観光・その他 4,506 (8 1.7%) 8.701 (81.8%) 13,773 (82.5%) 
法務省「山入国管理統計年報」より 
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第 2節 文化による国際交流の推進  

1.推進体制 

(1) 	'I 
文化交流の推進においては，我が国の伝統文化を継承し発展させるととも

に，創造的で豊かな芸術文化を育て，これらを積極的に発信し・世界の文化

の発展に貢献することが必要である。また，我が国を含む世界の国々のそれ

ぞれの文化に対する理解を深め,尊重する精神を養うことも不可欠である。 

さらに，文化財保護に対する国際協力・共同研究や，芸術文化の共同制作等

を行うことが重要である。 

国においては，そのための各種施策を推進している（詳細は後述）。また・

その側面的な支援として，助言，援助，情報提供等が求められており,地方

公共団体や民間団体等と諸外国の機関や団体等の間の橋渡し，文化交流に関

する全国的または地域的な機関・団体あるいは活動に対する援助,国内外の

情報の収集・提供等を行っている。 

なお，国の交流事業の推進に当たっては，外務省，国際交流基金等の関係

省庁・機関の一層の連携協力が必要であると言える。 

〔2〕地方及び民間 

地方における文化交流は，地域の振興・活性化や国際化,地域からの文化

発信といった観点から，地域のニーズに即し,地域の個性や特色を生かしな

がら，それぞれの地域において，独自の事業が展開されている。各地域にお

いては,国際性豊かな人材の育成・活用が求められており，特に，地域に居

住または滞在する外国人や国際的な文イロ舌動の経験豊富な人々が積極的に活 

動に参加することが重要である。 

また，民間で行われる交流活動は，個人の問の相互理解と友好関係を生み 

第 3 章 文化の国際交流 

山すものであり，国及び地方公共団体は，各団体の自主性を尊重し，必要な

支援を行うとともに，緊密な協力関係を保つことが必要である。 

2．国の交流事業 

〔1〕文化庁 

文化庁では，文部本省をはじめ，外務省等の関係省庁や国際交流基金その

他の団体等と連携・協力して各種文化交流事業を実施し，文化の振興及び普

及の観点から，芸術文化交流の充実として，芸術家・専門家の派遣及び招へ

い,公演等による交流，また,文化財の国際交流・協カと“して，技術協力・

共同研究，招へい研修,世界遺産関係事業，国際研究集会等，体制の整備， 

さらには，日本語教育指導の充実，著作権制度の普及促進など様々な事業を

行っている。以下，文化庁の国際交流事業について衛厳することとする。 

なお，これら事業の推進に当たっては，今後,外務省との連携をさらに緊

密化し，文化庁がより重要な役割を果たすため，文化庁の国際交流・協力の

機能を強化することが求められている。 

く1〉国際交流・協力に関する事業（注）金額は平成I0年度予算額 

(1）芸術文化交流の充実等 

（ア）芸術家・専門家の研修，招へい 

a．芸術フェローシップ（5億4800万円） 

①海外芸術家招へい研修（平成 2年度～)(6700万円） 

我が国において研修を希望する海外の有望若手芸術家を招へ 

いし，文化施設や民問の芸術団体等において実技を中心とした 

高度な研修の機会を提供する。 

②芸術家在外研修（昭和42年度～)“億8100万円） 

我が国芸術の各分野（美術，音楽，舞踊，演劇，映画，舞台 

美術等，メディア芸術及びアート・マネージメント）の若手芸 
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術家に海外で実地に研修する機会を提供する。また，研修報告

として修了者による研修成果の発表を実施する。 

なお，平成 9年度からは日米首脳会談の合意に基づき，米国派

遣増を中心として，その大幅な拡充を図っているところである。 

b．海外優秀芸術家等招へい事業（平成元年度～)(3100万円） 

海外の優れた芸術家，文化財専門家等を招へいし，我が国の芸術家

等に対する指導や共同製作・共同研究による交流等を実施している。 

C．文化による国際貢献に関する調査研究（平成8年度～)(2600万円） 

我が国と諸外国における文化行政等の状況を把握し，その有効

な施策の在り方について調査研究を行うとともに国際シンポジウ

ム等を開催している。 

（イ）公演等による交流 

a．国際芸術交流推進事業（アーツプラン21)（平成 8年度～)(11億2800万 

円） 

海外フェスティバル等への参加など芸術団体による海外公演を 

支援し，国際的な芸術交流を推進。平成10年度から，新たに・我

が国で行われる舞台芸術の国際フエスティバルに対する支援を行 

っている0 

b．アジア．アートフェスティバル（平成8年度～)(4900万円） 

アジア近隣諸国から現代舞台芸術等を招へいし，我が国の芸術

家・芸術団体と共演を行う。 

C．映画文化に関する国際交流（平成8年度～)(2400万円） 

優れた近作日本映画を世界各地の国際映画祭に現地の字幕をつ

けて出品し，日本映画の紹介を行う。 

d．国民文化国際交流事業（平成元年度～)(1億100万円） 

国民文化祭及び全国高等学校総合文化祭を中心として・青少年

及びアマチュア文化団体等を招へいし，または派遺し・文化活動 
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の相互研修等を実施している。 

平成 4年度からは，我が国の伝統に根ざし，国民的広がりをも

った芸術文化団体の指導者を海外に派遣し実技指導を行う「伝統

的文化活動の国際化事業」を実施している。 

e．アーティスト・イン・レジデンス事業（平成9年度～) (1億200万円） 

国と地方公共団体が共同で，国内外の芸術家を招へいし，創作

活動等を通じて芸術家相互及び地域との交流を深め，高度で独創

性にあふれた芸術文化の創造を図る。 

(2）日本語教育指導の充実（昭和36年度～)(2億300万円） 

外国人に対する日本語教育の指導内容・方法の改善・充実を図 

るため，日本語教育実態調査の実施，日本語教育研究協議会，日

本語教育機関連絡協議会の開催，地域における日本語教育推進の

ための地域日本語教育事業等を実施している。さらに，時代の進

展に応じた日本語指導方法の改善のため,衛星通信やマルチメデ

ィア教材の活用など高度情報化に対応した日本語教育の在り方に

関する調査研究を実施している。 

国立国語研究所日本語教育センターでは，日本語教育の基礎的・

実際的な調査研究，教材開発，国際共同研究，日本語教育指導者

に対する各種の研修を実施している。 

(3）著作権分野における国際協力 

a．アジア地域著作権制度普及促進事業（APACEプログラム）（平成5年～) 

WI P0（世界知的所有権機関）との協力により，①アジア諸国で

の国際シンポジウムの開催，②東京での専門家研修事業等を実施

している。 

b，アジア地域著作権専門家招致事業（平成8年～) 

アジア各国の政府で著作権行政に責任を有する関係者を，毎年 

1名日本に招へいし，講演会の開催や国内著作権関係者との意見 
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交換等を行っている。 

アジア．太平洋著作権・著作隣接権セミナー（東京セミナー）（平成9年～) 

アジア．太平洋諸国の著作権関係者を招へいし・各国における

動向等について意見交換等を行うための国際セミナーを・（社）著

作権情報センターとの共催により日本で開催している。 

d．権利の執行に関する協力事業（平成10年～) 

国内専門家によるタスク・フォースの設置・現状・問題点の分 

析等を実施し，権利者がアジア諸国で「民事」「刑事」の対抗措置

をとりやすくすること等により,海外における著作権侵害行為の 

防止を図る。 

e. JICA著作権集団研修（平成11年～) 

太平洋地域等の開発途上国における著作権制度の整備を支援す

るため，JICA（国際協力事業団）との協力による研修プログラム 

（集団研修コース）を実施している。 

(4）文化財の国際交流・協カ 

（ア）技術協力・共同研究 

a．敦煙文化財保存修復に関する研究協力（昭和61年度～)(2600万円） 

人類の貴重な文化遺産である中国敦煙莫高窟の壁画・仏像の保

存修復のため，専門家の相互交流，日中共同研究等の協力事業を

実施している。 

b．南アジア仏教遺跡の保存整備に関する基礎的調査研究（平成元年度～) 

(1900万円） 

インドのサヘート遺跡，アフガニスタンのバーミヤン石窟群な

どの仏教遺跡について，科学的な保存処置に関する調査研究を実

施するとともに，専門家を招へいし,遺跡の保存整備技術につい

て専門的な共同研究を実施している。 

C．アンコール文化遺産保護に関する研究協力（平成5年度～)(2700万円） 

アンコール文化遺産保護に携わるカンボジアの研究者と保存修

復及び環境整備等を中心とする共同研究を実施し，我が国での文

化財保存修復分野の研究を深めるとともに，世界的な文化遺産の

保護に貢献する。 

d．スミソニアン研究機構との国際研究交流（平成6年度～)(500万円） 

世界最大の文化財保有組織であるスミソニアン研究機構との間

で，東アジアの文化財を対象とした保存修復に関する国際的な研

究交流，協力等を実施している（「スミソニアン研究機構との国際

交流」（平成元年度～）より名称変更）。 
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．在外日本古美術品修復協力（平成6年度～)(1億900万円） 

海外の博物館，美術館が所蔵する日本古美術品で保存状態が悪

く緊急に修復を必要とする絵画・工芸品の優品を対象として修復

協力を行っている。なお，平成 3年度から米国を対象として実施

してきた絵画類の保存修復協力事業について，平成 8年度から対

象地域を欧州にも拡大している。さらに，平成 9年度からは・従

来の絵画に加え，工芸品も対象としている。 

f ．文化財保存修復に関する国際共同研究（平成6年度～)(1800万円） 

文化財の保存修復に用いられる材料の開発研究及び保存修復技

術の開発・改良に関し，ベルギー，タイとの国際共同研究を実施 

している。 

9．文化財保存を目的としたレンガの劣化現象と保存対策に関する調査研究 

（平成 6年度～)(500万円） 

世界的なレンガ造遺跡として知られるスコータイ遺跡やアユタ 

資料皿”4 項目外でこれまでに行った主な技術協力・共同研究事業 

0アジア・太平洋地域文化財建造物保存修復協力（平成2年度～9年度） 

プータン，ベトナムなどのアジア・太平洋地域の国々に存する歴史的建造物の

保存修復事業について，我が国の技術者を派遣し，保存計画策定への協力や技術 

指導等を行った。 

(-)アジア諸国の博物館・美術館研究協力事業（平成2年度～9年度） 

アジア諸国博物館・美術館の研究者等を招へいし，日本の誇る古美術品等の保

存修復技術の実地研修の機会を提供し,本国の古美術品修復に役立たせるととも

に，日本国内の博物館・美術館等の施設において日本の研究者との研究交流を図

るため，平成2年度～9年度の間に17か国60名の招へいを行った。 

〇パツリク文化古墳群に関する共同研究（平成4年度～7年度） 

ロシア科学アカデミーとの間でパジリク文化古墳群の発掘調査事業に関して・ 

国際的研究交流，協力を行った。  

ヤ遺跡のレンガの劣化現象と要因について，タイの専門家と共同

で調査を行い，レンガ造文化財の保存対策を開発する。 

h．文化財における環境汚染の影響と修復技術の研究協力（平成7年度～) 

(6200万円） 

中国や韓国など，環境汚染からの文化財保護が深刻な問題とな

っている各国と協力し，環境汚染から文化財を保護するための研

究を行う。 

i．無影の文化財の保護に関する研究協力（平成8年度～)(500万円） 

アジア諸国等の無形の文化財の保存と継承に関する諸問題につ

いて，アジア諸国の専門家による国際会議を外務省及びユネスコ

と共同で開催する。 

I．文化財保護に係る世界遺産センター等との連携協力に関する調査研究 

（平成10年度～)(300万円） 

アジア太平洋地域における文化財保護の現状と我が国に求めら

れる協力内容について調査研究するとともに，ユネスコ世界遺産

センター等との連携協力の推進のための各種方策の実施可能性に

ついて調査研究を行う（「文化財保護に係る国際機関等との連携協

力に関する調査研究」（平成 8年度～）より名称変更）。 

く‘文化財保護に関する日独学術交流（平成8年度）(500万円） 

歴史的建造物の文化財材質の劣化機構の解明と適切な保存方法

について，日独間で共同研究を行う。 

~．アジアにおける古代都城遺跡の研究と保存に関する研究協力（平成8年

度～)(5000万円） 

漢貌洛陽城，随唐長安城など4都城を研究対象とし，中国と共

同で分布調査‘地下探査・発掘調査等の考古学的な調査法を駆使

し遺跡の性格を正しく把握するとともに，保存整備に対する基本

構想を作成し，日本の都城研究への活用，アジア各国の都城遺跡 
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の研究と保存に資する。 

（イ）招へい研修 

a．国際修復研修事業「紙の保存修復」可H多（平成 4年度～)(1000万円） 

各国の紙製文化財保存修復関係者を日本へ招へいし・日本の紙

の保存技術について研修を実施し，世界の紙製文化財等の保護’ 

保存に資する。 

b．在外日本古美術品に係る博物館・美術館研究協力事業（平成 6 年度～) 

(2200万円） 

日本古美術品を多数所蔵している欧米の博物館等の修理技術者・ 

学芸員との間で日本古美術品の取扱い及び保存・管理に関する研 

究協力を行い，相互の保存・管理技術の向上を図る。 

C．文化財保護分野・博物館等における地方自治体職員の国際協力’交流の 

支援（平成 8年度～)(400万円） 

諸外国の文化財保護行政担当者，遺跡発掘の技術者・博物館‘ 

美術館の専門職員等の地方自治体への受入れ事業を支援している。 

（自治省及び（財）自治体国際化協会（CLAIR) と共催） 

d．アジア諸国文化財の保存修復等協力事業（平成10年度～)(1300万円） 

文化財の保存修復にかかる技術協力，準備調査等及び相手国専

門家等の招へい研修を行う。 

（ウ）世界遺産関係 

a．世界遺産保護推進費（平成 5年度～)(2300万円） 

世界遺産条約に基づき，我が国の遺産の推薦を推進するととも 

に，国際的な専門家会議への参画及び世界遺産保護への国民の関

心．意欲を高めるための世界遺産フオーラム等を実施する。 

b．世界遣産委員会開催経費（平成10年度）(4900万円） 

平成10年12月に第22回世界遺産委員会を京都において開催したC 

表皿-20 文化財に関する国際シンボジウム開催実績 

簾麗＝ブ、一喜二一寺ヌ二お」戻加鯛価二蚤群輔翻域響，鵬藤 

課談術議競馴臨豊’した昭和63 .9.29-10.2 6ケ国 東京 

響ま器認の保存と修復における平成元10.4-10.6 5ケ国 東京 

2年 文化財と環境．」％ 平成2.10.11-10.15 4ケ国 東京ほか 

3年 能の伝承と再生 	 二 平成3.10.29-10.31 5ケ国 東京 

4年 東アジア美術におけるく人のかた鍬,1 平成4・9・29-10・1 5ケ国 東京 

5年 漆文化財の保存 	 ’ 平成5.11.10-11.12 5-国 東京 

6 年 文化財保存における分光学的方法 平成6.10.31-'-11.2 6ケ国 東京 

7年 敦燈莫高窟保存国際シンポジウム . 平成8.2.1-2.4 15ケ国 奈良 

8年 歌舞伎ー変遷と展望 	旦 , 

9年 今，日本の美術史学をふりかえる 平成9.12.3-12.5 4ケ国 東京 

10年 近代の文化遺産の保存ど活用一、 平成10.11.4-11.6 2ケ国 東京 

表皿-21 アジア文化財保存セミナー開催実績 

運薦総Iが三難二二丁誉誉鷲灘~類l慧難織驚濃垣自I 麟覇磯  
14ケ国 	東京・京都 2年 石造文化財の保存における問題点 	平成2.11.13-11.15 

3年働館資料の寧奉 

4年 末舞文傾猶保存と国際錦力 	平成4.11.22-11.24 16ケ国 東京・京都 

5年．女化財保存における伝統的な材料 平成5.10.29-11.4 
と技術：.・ 

19ケ国 東京 京都 

7年 卒化壁線奪国際協力事業における 平成7.10・13-10.19 
’技術的譜間題 

17ケ国 東京 奈良 

8年 	考市選物の保存 	 ‘ 	平成8・10・15-10・18 20ケ国 東京・奈良 

9年 アジア地題堺難通産 

ーその持続日！】発展と保存二 
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（国際研究集会等 

a．文化財に関する国際シンポジウム（昭和52年度～)(600万円） 

各国の文化財保存に関する研究実績及びその現状を学び，修復

技術の交流を図ることを目的として，海外の研究者を日本に招へ

いし，国際シンポジウムを開催する。 

b．アジア文化財保存セミナー（平成 2年度～)(800万円） 

アジア地域における文化財の保存修復技術の向上と人材育成に

資するため，アジア諸国の関係研究者等を招へいし，アジア文化

財保存セミナーを開催する。 

（文化財海外交流展等 

a．海外展（昭禾ロ26年度～)(8200万円） 

日本の優れた文化財を諸外国に紹介することにより, 我が国の

歴史と文化に対する理解の増進と国際親善の推進に寄与すること

を目的として，日本古美術品の海外展を欧米及びアジア各国にお 

表皿．22 博物館等海外交流古美術展開催実績  

―麟編―-＝徐ら、逼譲薯一海航頭麟瀬難薫 
王立美術歴史博物館 

将軍の時代 	日本タワ- 
ー日本近世の装飾美術ー 	（プラッセル） 

.6.3.15-6.5.15 108件 

浮世絵とタピストリー 東京国立博物館 7.2.7-7.3.19 143件 

サンフランシスコ・アジア 京都国立博物館
美術館所蔵東洋美術展 

装いの美 	 サンフランシスコ・アジア 
ー近世の装師と化粧道具ー 美術館 

9.2.5-9.3.23 100件 

鷲鷲号難術館の奈良国立博物館 
コレクションからー 

10.2.21-10.3.29 100件 

奈良一仏教美術の名宝 クリープランド美術館 10.8.9-10.9.27 58件 

表皿・23 文化庁が実施した海外展の実績 

に
覧展
 
八
，
 
の
 
名
 
称
 

会 	場 
会醜子と理 A事二 国宝 重文 重美 指定外 計 

「大名美術」展 
ー武士文化4鴻儲と発展ー 

アメリ力 
ナショナル・ギャラリー 

（ワシントンD.C.) 
63.10.30-元. 1.23 7 100 23 柵

  
328 

「日本美術（こ 
おける人間像」展 

ーューロパリア89’ジャパンー 

べルギー 
パレ・デ・ボザ―ル 

（プラッセル） 
5.9.27-元. 11.26 7 

・

6
2
 

 
6
C
 

 m
 

 
「若沖」展 アメリ力 

アジア・ソサエテイ美術館 
（ニューョーク） 

ロサンゼルス・カウンテイ
美術館 （ロサンゼルス） 

元．10.5～元．12.6 

元.12.21-2.2. 18 
2 d

,
 
3
 

 
46 

「王朝貴族の美術」展 アメリ力 
ポストン美術館 

（ボストン） 
2. 10. 16-'2. 11. 15 25 4

,
 

 
20 60 

「日本陶磁の源流」展 アメリ力 
IBMギャラリ― 

（ニューョーク） 
2.12. 11-3.2.9 17 51 68 

「鎌倉彫刻」展 イギリス 
大英博物館（口ンドン） 3.9. 17-'-3. 11.24 2

  
28 9

  
如
  

「十六世紀の美術」展 アメリ力 
クリープランド美術館 3. 10.20--3. 12.1 21 1

  
52 75 

「古代の日本」展 アメリカ 
ア―サー・M‘サックラー 
美術館 

,（ワシントンD.C.) 

4.8. 9-'-4. 11. 1 〔
ノ
」
 
 2
6
 

 
42 

.
 
 

「禅の美術」展 スイス 
リートべルク美術館 

.（チューリッヒ） 
5.3.7-5.4. 18 〔

ノ
」
 
 

師
  

（
ノ
」
  
4
  

62 

「日本とョー口ッパ 
1543- 1929J 

ドイッ 
マルテイン・グロピウス館 

（べルリン） 
5.9.12-S. 12:12 15 6

  
留
  

179 

「黄金の美術ーサムライ
と豪商の文化ー」展 

スペイン 
べラスケス宮殿 

（マドリ一ド） 
6. 11.22-7.2. 19 31 10 99 m
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哩議術4000年の― 
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「日本仏教美術の宝庫 
：奈良・興福寺」展 

フランス 
グラン・パレ新館（ノてリ） 

. 

8. 9. 20-8. 12.9.'" 
’ 	・ 	」 

h3 21 
． 一 

14 

「日本の磁器」展 タイ 	‘ 
タイ国立博物館 ・ 

二いンコク） 

9 . 1.22-9.3. 16 ー 3 田
  

「日本仏教彫刻」展 
ージャバン・ソサエテイー 

」 	創立α〕周年ー 

7'.) I) 	エテイ ギャラリー 

了 （二ューョーク） 

' 

9.5. 15-9.7.6 1

、
 
 

23 8
  

「百済観音 
ー日本の古代彫刻司展 

（日仏畦級英術品交換展示） 

フランス 	・ 

ルーブル美術館（パリ） 9.9. 10-9. 10.13 1
  

1
  

「日本の原始美術 
ー縄文土器ー」展 

マレーシア『， 
マレーシア国立博物館 

（クアラルンブーJの 
9. 10.9-9. 11.30 19 41 的

  

「皇室名宝」展 , 
ーフリーア美術館創立 

「．75周年ー 

アメリカ 
7-.サー・M・サックラー美術館 

i （ワシントンD.C.) 
9. 12.14-10. 3.8 

． 	‘ 

76 76 

「現代日本の 
伝統陶芸」展 

トルコ“ 
細と彫刻美術館 

（アンカラ） 

トルコ・イスラム美術館 
。 	,（イスダンプール） 

10.5. 2--10.5. 20 

10. 6.1-b0. 6.30 
． 	’ 	了‘二 

印
  

80 

「縄文」展 フランス 
バリ日本文化会館（パリ） 

' 

、
，
 

0
 

」
お
  

9
 
2
9
 

ョ
 

0
  

25 I 26 

「江戸：日本の美術 
1615-1868J 展 

アメリカ 
ナショナル二ギャラリー 

（ワシントン0. Cり 

, 

10.11. 15-11.2.15 
I 

3 32 11 211 257 
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いて開催している。 

b．博物館等海外交流古美術展（平成 5年度～)(3000万円） 

我が国の国立博物館と日本古美術品を所蔵している諸外国の博

物館等との間で日本古美術品等を中心とした交流展を相互に開催， 

実施している。 

C．日仏国宝級美術品の交換展示「民衆を導く自由の女神」（平成10年度） 

(1億2000万円） 

「日本におけるフランス年」記念事業に際し，ドラクロワ作「民

衆を導く自由の女神」を日本において展示公開する。 

d. 国際民俗芸能フェスティバル（平成 8年度～)(5400万円） 

日本の民俗芸能とそれらに関連する海外の民俗芸能を一堂に集

め，民俗芸能公演やシンポジウム等を開催し，民俗文化財の普及・

振興，文化の国際交流を図る。 

（力）体制整備 

a．国際文化財保存修復協力センター運営（平成 7年度～)(1100万円） 

世界の文化財の保存・修復に関する国際共同研究・情報の収集

と提供・人材の養成を目的として，平成 7 年度に東京国立文化財

研究所に国際文化財保存修復協力センターを設置し，文化財保護

分野での国際協力を実施している。 

〔2 〕文部省 

文部省は, 教育, 学術，文化, スポーツの振興及び普及のため，学生，教

員，研究者，青少年，スボーツ競技者等の交流や国際会議等，あるいは国際

共同研究の推進を通じて，国際交流・協力を進めるとともに，国際機関等に

対する協力を行っている。その巾で，ユネスコを通じて，我力斗劃の文学作品

の翻訳・紹介を行ったり，また，（財）ユネスコ・アジア文化センター 

(ACCU）に対する助成を通じて，文化，図書開発，識字の分野における地 
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諸外国における文化行政 

国際社会においては，ー国のアイデンティティとして，文化が非常に大き

な意味をもっており，個性ある文化がいわばその国の「顔」 となっている。 

また，国際的な文化交流の促進とともに，文化による国際貢献が求められて

いる。 

このため,文化の振興は，諸外国において国政の重要な課題ととらえられ

ており，国際的にも重要な意義を有している。しかしながら，例えば，文化

に関係する国家予算を見た場合，欧米4か国と比べ，我が国は必ずしも十分

とは言い難い状況にあると言える（資料皿・5)0 
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域協力事業を支援するなどしている。さらに，日本学術振興会（文部省所管

の特殊法人）は，研究者の派遣及び受入れや学術に関する国際協力の推進等

の事業を実施している。 

〔 3〕外務省及び国際交流基金 

外務省は，諸外国との相互理解及び友好親善の促進のため，文化協定等の

締結とそれに基づく文化交流，在外公館における文化事業の開催，海外広報

資料の作成・配布，有識者の派遣及び招へい，文化無償協力等を行っている。 

また，外務省所管の特殊法人である国際交流基金は，我が国に対する諸外

国の理解を深め，国際相互理解を増進するとともに，国際友好親善を図るた

め，人物の派遣及び招へい，海外における日本研究に対する援助や日本語の

普及，国際文化交流を目的とする催しの実施や援助，日本文化を海外に紹介

するための資料等の収集や頒布等の国際文化交流事業を行っている。 

2．アメリカ 

〔1〕概説 

アメリカでは，歴史的に民間の個人や団体による援助活動が定着しており， 

連邦政府の役割は，これらの寄附等を奨励するための税制上の優遇措置等を

講じることが中心であった。また，連邦制であるため，文化の振興も主とし

て各州により行われている。 

しかし，全米的に文化事業について諮間・調整する機関が必要であるとい

う観点から，米国芸術・人文科学財団（'['he National Foundation on the 

Arお and 山e Humanities）が1965年に設立され，その傘下に，芸術文化活

動への公的援助を目的とした全米的な連邦政府機関として，米国芸術財団 
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資料皿-5 欧米4 か国との文化関係予算の比較 

各国の文化関係予算は，それぞれ文化行政の組織や制度，文化関係予算の範囲や

内容等を異にしていることから,国家予算に占める比率を単純に比較することは困

難であるが，あえて比較した場合，以下のとおりとなっている。 

国 名 予算額（電円） 比率偶） 年 度 備 	考 

日 	本 .819 0.11, 1998 文化庁予算 

イギリス 1,927 0.41 1998 文化・メデイア・スポ一ッ省予算 

フランス 3,136 0.97 1997 文化・コミュニケーション省予算 

ドイッ 976 029 1996 連邦政府の文化闘係予算 

アメリ力 128 0.01 1998 米国芸術財団予算 

（文化庁閥べ） 

（注）①比率は，国の予算全体に占める文化関係予算の割合。 

②予算額は，1ボンド＝217.69円，1フラン＝20.73円，Iマルク＝ 

75.251'L 1ドル＝131.00円として換算。 

③イギリスについては，表の文化・メディア・スポーツ省の予算以外 

に，宝くじの売り上げのーー部が文化関係に充てられる。 

(1997年度実績〉 

総売上額：1兆1973億円 

配分総額（醤う1！上額から賞金，税魚その●闘斑費を差し引いた類〕：3701億円 

芸術及ぴ文化財関係費：1480億円（配分総額の40%) 
④ドイツは連邦国家であり，文化は，主に州及ぴ市町村力魂lっており， 

その文伽刃係費の総額は，1兆74億円(1995年決算ベース）である。 

⑤アメリカについては，民間からの寄附等を奨励するための税制優遇

措猷等が中心であり，政府による直接補助は少ない。 

的ational Endowment 釦r the Arts 】以下NEAという）が設立された。 

NEAは,連邦政府の行う芸術文化の振興と民俗文化の保護の中心機関とな

っている。 

そのほか，連邦政府の独立の文化機関として，博物館援助機関（全米博物

館協会】AAM）があるほか，スミソニアン機構，ナショナル・ギャラリー・

オプ・アートなどの国立の文化施設が置かれている。 

州政府においては，文化施設の直接運営，文化局からの芸術団体への助成， 

ホテル宿泊税や飲食税，公的建物の建設費の一部を芸術に割り当てることを

条例で定めているなどの場合がある。州文化局は，芸術団体への助成金の交 
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付，市民の鑑賞機会の拡大などを行い，具体的には，芸術団体の年問運営資

金または特定事業資金への補助金交付，個人芸術家への助成，芸術家・芸術

団体への技術的援助，ー般市民への文化情報の提供などを行っている。 

〔2〕連邦政府における文化の振興 

<1〉米国芸術財団（NEA) 

NEAは，1965年に，大統領直轄の独立機関として設立され，大統領に指 

名された議長が統括する内部組織と，NEAの活動をチェックする全米芸術 

評議会（National Council on the Arts）から構成される。 

(1）基本目的 

①芸術の普及 

②文化基盤の充実 

③文化振興・文化遺産の保護 

(2）事業内容 

①芸術家，芸術団体等への経済援助 

②芸術振興のための様々なリーダーシップの発揮 

補助金交付の審査に当たっては，芸術分野における広範で専門的知識を有 

する民間の専門家等のパネル（諮問委員会）を設け，その推薦をとり入れる 

ことにより，民意の反映や公平性の保持を図っている。また，NEAの財源 

は，連邦政府の予算と民間からの寄附によっている。 

<2〉スミソニアン機構 

スミソニアン機構（Sumithonian Institution）は，連邦議会の立法に基づ

いて1946年に創設された独立の機関で，人類の知識の増進と普及を目的と

して14の博物館，美術館，研究所等で構成されており，調査，研究，展示

等の活動を行っている。 

ナショナル・ギャラリー・オプ・アート（National Galleiy of Arts）は，ス 
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ミソニアン機構の傘下ではあるが，独立の連邦政府機関としての性格をもち， 

内外の美術品の展示等を行っている。 

ケネディ舞台芸術センター qohn F. Kennedy Center 加r the Performing 

Arts）も，同様にスミソニアン機構の傘下ではあるが，国の文化センター 

として五つの劇場を有し，演劇公演等を実施している。 

〔3〕博物館・美術館について 

博物館・美術館は，非営利法人として組織され，活動の最高意志決定機関

として理事会が置かれ，その下に実行組織が置かれることが多いが，前述の

スミソニアン機構に属するもののように，連邦政府から多額の補助を受けて

いるものもあり，その設置形態は様々である。 

3.イギリス 

〔I〕概説 

イギリスにおける文化の所轄官庁は，従来，芸術図書館庁が中心であった

が，1992年 4 月の政府機構改革により，国民文化財省（Department of 

National Heritage）が設置され，芸術・図書館部門のほか，史跡保存・観光

部門，放送・映画・スポーツ部門など分散していた文化関連行政分野を統一

的に処理することになった。なお，同省は，1997年，文化・メディア・ス

ポーツ省（Department of Culture, Media and Sports 】以下DCMSという） 

に名称を変更した。 

イギリスでは,従来から，芸術の自由と独立性を保つ伝統（"Ariii's length') 

があり，DCMSは，国立の博物館・美術館への直接の支出以外は芸術協議

会（Arts Council）等の準公的機関に対して支畠し，芸術団体にはこれらの機

関から独自に助成金が出されるようにしている。 

D CMSの他にも，文化関連の予算をもつ省庁はいくつかある。諸外国と

の文化交流については，プリティッシュ・カウンシル (British Council）が， 
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外務省からの補助金等により活発に展開している。 

また，収益金を芸術，文化遺産，チャリティー，スポーツ，西暦2000年

祝祭関係の5分野に分配する全国宝くじ (The National Lottery）が，1994 

年9月より始まった。芸術に関しては，資本的支出（建物の新増改築，機材

の購入等）を申請するプロジェクトについて，芸術協議会が審査を行う。審

査には，公益性，芸術的価値,国または地域への貢献の可能性,プロジェク

ト遂行における芸術家の役割等が考慮される。 

地方公共団体も，博物館や美術館をもち，直接の運営や補助金の支出等を

行っており,さらに，地域開発関係やその他の分野と共同したプロジェクト

なども進めている。 

〔2〕芸術文化の振興 

く1〉芸術協議会 

芸術協識会は，従来，ACGB (Arts Council of Great Britain）となってい 

たが，1994年にスコツトランド及びウェールズの芸術協議会が独立し，そ 

れぞれDCMSから直接資金助成を受けることになり,ACE (Arts Council 

of En団and）はイングランドのみを扱うようになった。 

(1）活動目的 

①芸術の知識，理解，活動を広げ，よりよいものとする 

②英国国民の芸術に親しむ機会をより多くする 

③政府及び地方公共団体にアドバイスや協力を行う 

(2）戦略的任務 

①できるだけ多くの人が芸術を楽しむことができるようにする 

②創造活動に望み得る最高の水準を要求する 

③芸術産業を育成する 

④芸術のために主張する 

芸術協議会は，独立の法人格を有し，DCMSの補助金を主たる財源とし 
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て芸術活動の支援等の事業を実施し，その運営については大幅な自主性が認

められている。助成金の交付については，専門家の委員会が協議会に対して

推薦をし,協議会が最終決定を行う。また，協議会は，D CMSの大臣を通

じて議会に対して責任を負う。 

なお，スコツトランド，ウェールズ，北アイルランドの各地域にも芸術協議 

会がある。 

<2〉その他 

国立の博物館・美術館に対しては,国から資金が直接配分されており・そ

れ以外の博物館・美術館に対しては，政府の諮問機関でもある博物館・美術

館委員会（Museums and Galleries Commission）を通じて補助金が出されて

いる0 

映像文化については，1933年設立の英国映画協会（British Fi1in Institute) 

がフィルム保存施設や国立映画館の運営，映画製作助成等を行っており，ま

た，1971年に国立映画テレビ学校が設立され，人材養成を行っている。 

〔 3〕博物館・美術館について 

いわゆる国立の博物館・美術館は，非政府公共機関 的on Department 

Pablic Body）となっており，各館の理事会によって所有され，かなりの自

主性を有しており，館の運営や作品収集に関する基本方針は，理事会が決定

することとなっている。具体的運営の責任は館長が負い，その権限は人事や

予算にまで及ぶ強力なものとなっており，補助金の使途や職員の地位などに

ついては弾力的な運用がなされている。  

央政府の果たす役割は大きく，文化・コミユニケーション省（Ministere de 

Ia Culture et de Ia Communication）が，統ー的・総合的に文化行政を担って

いる。（文化・コミュニケーション省は，1992年に文化教育省 伽in i stere 

de l'6ducation nationale et de Ia culture), 93年に教育が切り離された後，94 

年に文化省 伽inistere de Ia culture）となり，1997年に再び文化コミュニ

ケーション省となっている。） 

文化・コミ子ニケーション省の施策は，国立の文化施設の運営や芸術団体

に対する助成に加え，芸術家養成のための専門機関の設置・運営，初等中等

教育における芸術教育，歴史的建造物の大規模な復元・修復を行うなど幅広

く展開されている。 

フランスでは，1959年にアンドレ・マルローが文化大臣となり，文化省

ができたことにより，それまで複数の省庁が管理していた文化に関する多様

な分野が文化省にまとめられ，その後，文化省の責任範囲と予算は拡張され

ていった。1981年からのミッテラン社会党政権において,文化政策に力が

入れられたが，文化大臣に任命されたジャック・ラングは，この時期の文化

政策の重要な目標として，第一に,創造活動の促進，それも多様な文化活動

をいかなる場所においても活性化すること，第二に，文化の非中央集権化 

（地方文化の振興と文化の地理的不平等の解消），第三に，文化に関係する産

業（映画，テレビ，出版，レコード等）へのテコ入れによる世界におけるフ

ランスの文化的地位の強化，特に視聴覚産業へのテコ入れ等を挙げ，文化予

算を大幅に増額させた。特に,1980年代後半には，美術館やオペラ劇場の

新増改築等の大プロジェクトが遂行され，文化支出はかつてない規模となっ

た。 

4.フランス 

〔1〕概説 

フランスは，伝統的に中央集権国家であ 文化の振興においても中 

く1〉創造活動の促進の具体的方針 

①現代芸術活動に携わる芸術家への創造及び発表の機会の提供

②現代芸術家に対する健康保険，社会保険，生活保障などの提供 
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③フランスの芸術家が国際的舞台で活躍できるような条件の整備 

④現代芸術の要素を取りいれることにより，文化遺産をより豊かなものと

すること 

<2〉文化に関係する産業へのテコ入れの具体的内容 

①出 版】作家及び出版社への補助金を約4倍に増加，作家へのサバティ

カル助成金の増加，新作発表を行う出版社や作家協会などへ

の補助金交付,山版物の価格規制，作家のためのセンターの

助成等 

②映 画：新作映画の製作資金の補助金増加と税制上の優遇，銀行からの

借入の保証，独立型映画館への補助金交付による商業ベース

にのりにくい映画の上映機会の増加，芸術性が高く商業性が

低い映画の配給の促進等 

③テレビ】テレビ局の民営化と同時に指導強化 

なお，文化・コミユニケーション省の他にも文化関係予算をもつ省庁がい

くつかある。 

また，1980年代に文化の地方分権化が進められた結果，地方自治体もか

なりの文化支田を行っており，市町村段階においても，独自に多分野にわた

る文化政策が展開されている。 

〔2〕芸術文化の振興 

文化・コミュニケーション省は，舞台芸術の分野では，バスティーユ・オ

ペラ座，音楽及び演劇の各コンセルヴァトワール，5大国立劇場等を所管し， 

また,地方及び民間の各団体及び教育機関に財政援助を行ってその振興を図

っている。美術の分野では，ルーブル美術館等33の美術館・博物館を管理

し，また，国立造形美術センター等を所管して，造形美術の創作活動と専門

家の養成を支援しているほか，民問の美術館に財政援助を行っているC 映画 

第 4 章 諸外国における文化行政 

については，国立映画センターが製作の助成，映画の保存等に当たっている。 

〔 3〕博物館・美術館について 

ルーヴル美術館については，1992年度から公共法人という特殊な形態と

なったことにより，入場料を独自に設定し，自己収入を確保できるようにな

るとともに，終身雇用の国家公務員である職員のほか,特定分野の職員を任

期付きで直接採用することができるようになるなど，柔軟な運営が可能とな

った。 
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